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総務委員会会議録 

日時 平成１９年１２月１４日（金） 開会時間  午前１０時０５分 

閉会時間 午後 ５時０２分 

場所 第３委員会室 

委員出席者 委員長 渡辺 英機 

副委員長 丹澤 和平 

委員 土屋  直 中村 正則 森屋  宏 河西 敏郎 

 岡  伸 木村富貴子 安本 美紀 

議長   内田  健 

委員欠席者 なし 

説明のため出席した者 

公安委員長 鶴田 美枝   警察本部長 宮城 直樹 

総務室長 小野 忠則   警務部長 三木 邦彦   生活安全部長 柏木 昭俊 

刑事部長 長田 富士夫   交通部長 深沢 正和   警備部長 三森 義文 

警務部首席監察官 望月 政明   会計課長 宮﨑 清     

警務課長 保坂 廣文   教養課長 清水 徹   監察課長 青柳 一郎 

厚生課長 中村 英治   情報管理課長 佐野 俊夫 

生活安全企画課長 川口 昭彦   地域課長 小林 茂樹 

少年課長 長沼 郁雄 

捜査第二課長 仲村 健二   組織犯罪対策課長 北林 亘 

交通部参事官 伊藤 厚   交通指導課長 清水 正平 

交通規制課長 有泉 辰二美   運転免許課長 山形 繁行 

警備第一課長 小沢 志郎   警備第二課長 進藤 文芳 

警察学校長 清水 俊夫 

 

知事政策室長 小松 重仁  知事補佐官 中村 康則 

企画部長 新藤 康二   県民室長 輿石 和正 

知事政策室次長 中澤 正徳   政策参事 芦沢 幸彦   政策参事 小林 明 

政策参事 曽根 哲哉   秘書課長 平出 亘   広聴広報課長 田中 宏 

理事 山本 正文   理事 有泉 晴廣   理事 堀内 昭司 

企画部次長 小川 昭二   企画部次長（新行政システム課長事務取扱） 新津 修 

企画部次長（情報政策課長事務取扱） 笠井 一 

企画部次長（リニア交通課長事務取扱） 深沢 藤雄   県民室次長 藤原 克己 

企画部参事 小池 一男   企画部参事 大木 治雄   企画課長 古屋 博敏 

世界遺産推進課長 吉澤 公博   北富士演習場対策課長 山本 誠司 

統計調査課長 飯沼 義治   県民生活課長 高橋 哲朗 

食の安全・食育推進室長 齋藤 辰哉   生涯学習文化課長 大森 大一 

青少年課長 岩間 康   男女共同参画課長 清水 享子 

国際課長 小幡 尚弘 

 

総務部長 古賀 浩史   会計管理者 新藤 満 

人事委員会委員長 浅井 和夫   代表監査委員 野田 金男 
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選挙管理委員会委員長 新海 治夫 

防災危機管理監 櫻本 安善   理事 笠井 智明   理事 浅川 幸治 

次長 花形 俊雄   次長（人事課長事務取扱） 輿水 修策 

次長（消防防災課長事務取扱） 笹本 勝相   職員厚生課長 原田 広幸 

財政課長 原 昌史   税務課長 酒井 善明   管財課長 石合 一仁 

営繕課長 藤江 昭   私学文書課長 宮下 正範  市町村課長 久保田 克己 

出納局次長（会計課長事務取扱） 窪田 守忠   管理課長 武井 輝幸 

工事検査課長 佐野 今朝男 

人事委員会事務局長 石井 俊彦   人事委員会事務局次長 名取 幸三 

監査委員事務局長 山本 正敏   監査委員事務局次長 宇野 哲夫 

議会事務局次長 笠井 祥一 

議題 第１１４号  山梨県職員の自己啓発等休業に関する条例制定の件 
第１１５号     山梨県行政機関等の設置に関する条例中改正の件 
第１１６号   山梨県知事等の給料の特例に関する条例中改正の件 
第１１７号     山梨県職員等の給与の特例に関する条例中改正の件 
第１１８号     山梨県職員給与条例及び山梨県一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例中改正の件 
第１２０号   山梨県警察職員給与条例中改正の件 
第１２１号     山梨県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例中改正の件 
第１２２号     山梨県職員の育児休業等に関する条例等中改正の件 
第１２６号     山梨県拡声機による暴騒音の規制に関する条例中改正の件 
第１２７号    平成１９年度山梨県一般会計補正予算第１条第１項歳入歳出予算の補

正額及び歳入歳出予算の総額、同条第２項歳入各款及び歳出中総務委員

会関係のもの並びに第４条地方債の補正 
第１２９号     平成１９年度山梨県集中管理特別会計補正予算 
第１３４号     当せん金付証票発売の件 
請願第 19-10号 保険業法の制度と運用を見直し、自主的な共済の保険業法の適用除外

を求めることについて 
 

審査の結果    議案については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 
         また、請願第 19-10号については継続審査すべきものと決定した。 

          
審査の概要    まず、委員会の審査順序について、警察本部、知事政策室・企画部、総務

部・出納局・人事委員会事務局・監査委員事務局・議会事務局の順に行うこ

ととし、午前１０時４分から午前１１時０７分まで警察本部関係、休憩をは

さみ、午前１１時２３分から午後３時２４分まで知事政策室・企画部関係（そ

の間、午前１１時５４分から午後１時３２分まで及び午後２時２４分から午

後２時４４分まで休憩をはさんだ）、さらに休憩をはさんで、午後３時４９

分から午後５時０２分まで総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員事

務局・議会事務局関係の審査を行った。 

          総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員事務局・議会事務局関係に

ついては、引き続き１７日にも審査を行うこととなった。 
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主な質疑等    警察本部関係 

 

※第１２０号   山梨県警察職員給与条例中改正の件 
 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２６号     山梨県拡声機による暴騒音の規制に関する条例中改正の件 
 

質疑 

 

岡委員  このことは、私たちも快適な生活を営むためには必要だと感じますけれど

も、例えば、労働組合、あるいは、他のそういうふうな団体が、駅前なんか

で街頭演説をします。どの程度の音量で取り締まる予定になっているのか。

これでは１０メートルということでありますけれども、音量については記さ

れていないのですが、それについてはどの程度でしょうか。 

 

小沢警備第一課長  この条例の音量につきまして、８５デシベル以上としております。 

 

岡委員  勉強不足で大変失礼でございますけれども、８５デシベルというのはどの

程度なんでしょうか。例えば街宣車が歩いていますけれども、どの程度なの

か、お聞きします。 

 

小沢警備第一課長 ８５デシベルというのは、大半の人が極めてうるさいと不快に感じる音で、

気持ちがいらいらし、疲労の原因ともなる騒音でありまして、具体的に言い

ますと、非常に騒々しい工場の中、もしくは電車通過中のガード下のような

音と理解していただければ結構だと思います。 

 

岡委員  大枠でわかりました。あと一つ、今度罰則が新設されるわけですよね。罰

則が新設されまして、懲役刑も出てくるわけですけれども、そうした場合、

例えば注意をする。注意をしてとまらない場合とか、そういうふうな形で、

一度に検挙するようなことはないと思うのですが、その辺についてはどうい

うふうな形で考えているのでしょうか。 

 

小沢警備第一課長 暴騒音を発した行為があった場合は、まず最初に警察官による停止命令を、

いわゆる違反行為の停止命令を発します。具体的に言いますと、８５デシベ

ル以下に下げるようにという停止命令を発します。それに従わなかった場合

に検挙するという手順を踏んでおります。 

 

岡委員  最近は少なくなってきたんですけれども、暴走族なんかが、うちの方では

バイパスなんかを中心に、あるいは県道、国道を中心に走っているわけです

けれども、これらについてはどうなんでしょうか。 

 

小沢警備第一課長  拡声機による暴騒音条例でございますから、これの適用外となります。 
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内田委員  今の関連ですけれども、私の方でも、ある団体ですとか、幾つかの人たち

から陳情書をいただいています。我々も選挙のときには拡声機を使って、そ

れぞれ飛び回るし、先ほど、ガード下ぐらいだと言われたんだけれども、そ

れじゃあちょっとわからないし。率直なところで、我々が例えば選挙期間中

に行っても、うるさいということをかなり言われるんですよね。「そんなこ

とやると入れないぞ」とか。この趣旨というのが公共の福祉の確保に資する

ということにあるわけですから、多分、一般の選挙活動の中ではこれは影響

ないと私は思っているんだけれども、政治活動ありますよね。例えば博物館

建設の凍結だとかというようなときに、車を飛ばして拡声機を使ったりする

んだけれども、多分、政治団体ってそういう心配があると思うんです。罰則

も新しくつくられたということになれば、制止をされてやめればいいけど、

また継続してやると、今度は拡声機を取っちゃうということも確かにできる

んですよね。そういうような心配が多分あるんじゃないかなと思うんです。

８５デシベルというのは、我々が普通に選挙活動をやっているときの、あの

音は、１０メートルぐらいのところで大体どのぐらいなんですか。 

 

小沢警備第一課長  具体的にはかってあるわけではありませんが、参考に、うちの県警におき

まして最近、地域の平常騒音をはかりました。その結果、県下で騒音の一番

高いのが、国母交差点でございますが、そこを大型トラック等が走った場合

に７０.２デシベルということでして、選挙活動等で行きますと、８０より

下がる程度ではないかと思っております。 

 

内田委員  我々の選挙活動に多分影響がないと思います。正当な政治活動については、

考慮ということじゃないですが、ぜひよろしくお願いいたします。 

 

三森警備部長  ちなみに、第２条におきまして、適用を除外するものが規定されておりま

す。その中に選挙運動や、選挙における政治活動、これは先生がおっしゃっ

たとおり、社会的に重要であり、公共性が極めて高いことなどから、初めか

ら規制の対象から外れております。 

 

森屋委員  警察の皆さん方のつくられる法律とか条例というのは取り扱いがわから

ないのですけれども、これは法律じゃなくて、あえて山梨県の条例というこ

とでつくられたのは、特段、県内において皆さん方の方にそういうお訴え、

あるいは問題になった事例が多いからとかいう、何か背景があるのでしょう

か。 

 

小沢警備第一課長  この条例は平成５年当時に最初に施行されたものでありますが、この当時

はやはり、一部右翼等の異常な騒音による街宣活動ということで住民の取り

締まり要望がありました。最近は、県内でこの条例により、ある程度抑止は

されているわけですが、全国的に集団で右翼等が街宣活動をして、著しい迷

惑をかけているということで、現在の条例ですと、ちょっと抑止効果が落ち

るとか、先ほどの説明にもありましたとおり、取り締まりにも困難があると

いうことで、今回、条例改正をさせていただきたいということです。 

 

森屋委員  全国でそういうのを法律として規制するというのはないんですか。それぞ

れの地区で条例としてこういうように定めていかなければならないんです

か。ちょっと法律がわからないので、申しわけございません。 
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宮城警察本部長  国の方では、法律が一つございまして、これは在外の大使館でありますと

か国会の周辺、これにつきましては法律がございます。ただ、それ以外の一

般的なといいますか、特に場所を特定しない暴騒音の条例につきましては、

これは地方自治を尊重するという観点から、要件であるとか、騒音の値とか、

こういったものについては、それぞれの県で決めるといったことで整備され

ています。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２７号    平成１９年度山梨県一般会計補正予算第１条第１項歳入歳出予算の補正
額及び歳入歳出予算の総額、同条第２項歳入各款及び歳出中総務委員会関

係のもの並びに第４条地方債の補正 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

 

（飲酒運転事故について） 

岡委員  １２月に入りまして、僕らもあちらこちらで忘年会というふうなことがあ

るわけでございます。そういう中で、交通事故の中で飲酒運転の占める割合

はどのぐらいなんでしょうか。 

 

伊藤交通部参事官  飲酒運転につきましては、きのう現在、交通事故そのものが６,５７６件

中、９０件でございまして、１.４％でございます。 

 

岡委員  飲酒運転で通学中の子供たちの中へ飛び込んだような事故も過去にあっ

たけれども、昼御飯を食べながらでも、トラックの運転手が一杯飲んでいる

姿を見ているというようなことが、私たちの会派の中でも話に出たこともあ

ります。そういう方々は、基本的にアルコール依存症というんでしょうか、

１.４％の方々の中には、そういう方々はいなかったんでしょうか。 

 

清水交通指導課長  アルコール依存症に関しましては、そのような統計をとっておりませんの

で、内容的にはわかりません。交通事故でアルコールが関与していれば、そ

の状態で出てきたときは、この方はアルコール依存症だという情状意見を書

いたりして把握はしております。アルコール依存症であれば、私は行政処分

の方はわかりませんが、行政処分関係でも何らかの情報等があるのかもしれ

ませんが、その点はわかりません。 
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岡委員  交通事故の中でも、非常に危険度の割合の高い、飲酒事故というのはそう

いうようなことだと私は感じるわけでありまして、そういう点からするなら

ば、１.４％しかないのかもしれませんけれども、非常に危険度が高いと感

じるので、また機会があったら調査しておいていただきたいと思います。 

  以上です。 

 

（警察庁舎等の整備について） 

森屋委員  １点、ちょっとお聞きしたいと思います。実はきょう午後から総務部関係

があって、行革大綱が出てまいりましたので、財政的な論議をちょっと時間

取ってやりたいなと思っているんです。そこで、警察関係で、木村先生たち

が一生懸命、甲斐の警察署の設置というのを求めていますけれども、そうい

うのは別として、大分、行革で財政論議で絞られてきて、枠がはめられてく

る。私はこの委員会は４年に１回しか戻ってまいりませんので、大変寂しい

思いがありますけども、常に警察本部の庁舎の問題を取り上げさせていただ

いています。全国いろいろな県庁へ行かせていただくと、必ず県庁のメイン

の建物があって、そしてどちらかサイドに議会の立派な建物があって、その

対面には必ず警察本部があって、「ああ、これがそれぞれの都道府県行政の

姿かな」なんて、いつも見させてもらっている。 

  山梨に帰ってまいりますと、ここは伝統的な建物ですから、これはよしと

しても、警察本部という建物がないことに、常に寂しさというか不安を覚え

る部分がございます。聞くところによると、警察の一部が今入っている道路

向かいの建物は耐震もまだ済んでいないというお話も聞いております。甲府

地区において大規模地震が起きる可能性は８０％以上あると。そのときに第

一線で働いていただかなければならない警察の皆さん方の建物が壊れてし

まったということでは、大変なことでして、とにもかくにも警察本部をいか

に建物として集約をして、機能を最大限に発揮できるような場所を確保する

かということを、常に、私は４年に１回ここに戻ってきたときにお話をさせ

ていただいています。そんな意味で、きょう午後から財政の方とやり取りを

しますけれども、その予備知識として、今、警察本部の建物についての現状

というのはどうなっているのか、お知らせをいただきたいと思います。 

 

三木警務部長  森屋議員御指摘のとおり、現在の警察本部庁舎は非常に古くて、狭隘化し

ておりますし、また、セキュリティー上も非常に問題があると考えておりま

す。警察本部におきましては、耐震性の問題もございますし、警察本部機能

をより発揮するためにも、今はいろいろ分散化しておりますので、それを一

本化して、警察本部機能を最大限発揮する上からも、新庁舎の建設というも

のは、我々にとって悲願であると思います。 

 

森屋委員  それをですね、悲願、大分なし遂げられない悲願、計画の俎上にも乗って

こないような現状である。大変厳しいところであると思います。今現在、財

政の方に対してどういう働きかけをされているのか。いかがでしょうか。 

 

三木警務部長  現在、警察本部内部におきまして検討委員会を設けまして、つい最近新築

した県警の資料を集めたりという作業をやっております。 

 

森屋委員  これは長らく議会の方でも、議員の先生方も関心を持って、特にこの皆さ

ん方は常にいろいろな都道府県の姿を見ておりますので、ぜひこういう場に
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もそういう計画を投げかけていただいて、一丸となってその必要性を県民に

訴えていく必要があろうと思います。 

  消防の関係も一体化して、それから新しいデジタル的な機器をそろえて、

通信網なんかも整備をしてという議論もあるんですけれども、ぜひ警察の方

も、そういう意味で山梨県を一体に見ていただく。個々の警察署も大切なん

でしょうけれども、やっぱり本部機能として新しい時代に合わせた、最新の

機器をそろえた、先端に立った役割というのも恐らく時代が変わってまいり

ましてあるのでしょうから、ぜひ、議会の場にも投げかけていただいて、多

くの議論を喚起する必要もあると思います。ぜひよろしくお願いしたいと思

います。 

  以上です。 

 

河西委員  今、県の交番とか駐在所、そういうものの全体数といいますか、数はどの

ぐらいあるんですか。 

 

小林地域課長  県下の交番、駐在所の数についてでございますけれども、交番につきまし

ては２０か所、駐在所につきましては１２９か所、合計で１４９か所でござ

います。 

 

河西委員  その建物ですけれども、耐用年数といいますか、３０年ぐらいかななんて

思うんですけれども、耐用年数があるとしたら、その耐用年数を過ぎたとい

うような交番、駐在所というものがあるんでしょうか。 

 

小林地域課長  交番、駐在所につきましては、木造建築のものが築２５年以上、それから

コンクリートブロック建築のものにつきましては、築３０年以上を経過した

建物につきまして、それぞれの施設の老朽化の状況等を検証しながら、建て

かえの対象としております。 

  年数を経過した交番、駐在所ですけれども、県内にはコンクリートブロッ

ク建築で３０年を経過している駐在所が２０か所ございます。木造建築のも

のでは対象となるものはございません。 

 

河西委員  コンクリートで２０か所耐用年数が過ぎたところがあるということです

けれども、それに対する建てかえ計画というようなものがありますか。 

 

小林地域課長  建てかえそのものにつきましては、老朽化の状況、都市計画等による移転

の必要性、統廃合の必要性、市町村合併後の動向など、総合的に勘案しなが

ら、地域の治安維持の拠点にふさわしい施設として順次行っていきたいと考

えております。 

  平成１９年度は、甲府警察署の昇仙峡の駐在所、移転建てかえ。笛吹警察

署の富士見駐在所の現地建てかえをしております。昨年度は南甲府警察署の

太田町、伊勢、南甲府駅前の３交番を統廃合しまして湯田交番を新設。それ

に甲府警察署の千塚交番の現地建てかえを行っております。 

  以上です。 

 

河西委員  今、平成の大合併ということで大体進んでいるわけですけれども、その中

で交番、また駐在所等の統廃合を進めていくというようなお話がありました

けれども、地元のことで本当に申しわけないのですけれども、今、中央市の

方で北部の区画整理をしたときに、２８町歩ばかりでしたけれども、そのと
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きに成島の駐在所も新設していただきました。そのほか、もともと下河東の

駐在が、今、南部の区画整理事業を５０ヘクタールですか、進めている中に

あるんですけれども、その駐在の年数というのは、今、建ててからどのぐら

いたつんでしょうか。 

 

小林地域課長  成島の駐在所につきましては、築１０年であります。それから、下河東の

駐在所につきましては、築３１年となります。 

 

河西委員  下河東の場合はもう３１年たっているということですから、もう建てかえ

ていく必要があるんじゃないかなと思います。何か中央市と建てかえについ

ての話し合いとか、そういうものがあるんでしょうか。 

 

小林地域課長  交番、駐在所につきましては、地域社会に最も身近な警察ということもあ

って、地域の安全と平穏の確保という観点から、面積とか世帯数、人口、事

件・事故等の発生状況、それから警察署、または隣接する交番とか駐在所の

距離関係、人的な状況、地域住民の意見・要望、これらを総合的に判断して

設置を検討しています。  

  中央市は南甲府警察署の管内ということですけれども、中央市の管内では

５か所の駐在所がございますが、現在のところは具体的な統廃合の計画はご

ざいません。老朽化の状況、都市計画等によって統廃合の必要性を総合的に

勘案いたしまして検討してまいりたいと思っております。 

 

河西委員  ありがとうございました。交番、駐在所というのは直接住民に接する大変

大事なところだと思います。住民が気軽に入ったり、また、相談しやすいと

いうような施設整備が大変大事だと思います。また、そこで働いていただい

ている警察署の皆さん方も働きやすい環境づくりが大変大事じゃないかな

と、そんな思いがいたします。財政の事情等もあるかもしれませんけれども、

私ども協力できることはさせていただきますから、ぜひ計画的に進めてもら

いたいと思います。 

  以上です。 

 

（飲酒運転について） 

丹澤委員  「甘い言葉と暗い道。気をつけよう甘い言葉と暗い道」ですか。若い女性

に対する標語があったと思います。私が政治家になりましたら、こう言われ

ました。「気をつけよう甘い言葉と捜査二課」。ここにいる人は、そういうこ

とは絶対ありませんから。木村委員のように、本部長に向かって甲斐署を建

てろとか、庁舎を建てろとか、「そのとおり」とかっていうやじを飛ばす勇

気はありません。 

  平成１９年９月に道路交通法が改正になりまして、非常に飲酒運転に関す

る厳罰化がなされたわけであります。厳罰化によって飲酒運転の抑止効果と

いうのはあったのでしょうか。 

 

清水交通指導課長  飲酒運転に関する罰則の強化、あるいは飲酒運転を助長する三罪が禁止さ

れまして、その結果、飲酒運転検挙状況、飲酒事故の発生状況を見ますと、

明らかに減少の効果があらわれています。 

  ちなみに、飲酒運転の検挙につきましては、法が施行されました９月１９

日から１１月末までのおよそ２か月間で、前年は２３４件の検挙がございま

したが、本年は７８件ということで、１５６件余り減少しております。また、
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飲酒に基づく交通事故につきましては、昨年同期が２５件に対し、本年は１

１件というように減少を見ております。 

 

丹澤委員  山梨県の飲酒運転の検挙は、他県と比較する方法があるかわかりませんが、

例えば人口１万人に対してどのぐらいの検挙率というか、何かあるんでしょ

うか。その方法で見た場合に山梨県の飲酒運転の検挙率は高いんですか。 

 

清水交通指導課長  手元に正確な数字はございませんが、私の記憶ですと、やっぱり交通機関

の発展が山梨のように乏しい地方は、飲酒運転が今までは多かった。例えば

大分だとか沖縄だとか、それに準じて山梨とか、そういう公共交通機関の発

達がおくれている地域は、意外と飲酒運転が多かったという事実がございま

した。 

  しかし、この罰則が強化されてからは、山梨と同規模県を比較しますと、

余り差はないように感じております。 

 

丹澤委員  私は抑止効果というのは厳罰に処するということも大変効果があること

だと思う。きょうの新聞を見ますと、山梨県で初の酒類提供者に対して適用

したと、新聞に出ておりますけれども、警察はしょっちゅうやっているんだ、

飲酒運転やったら、しょっちゅうやっているから危ないぞというように、公

表することもひとつ抑止効果につながると思うんです。私もこの間まで県庁

にいて、県庁職員がついこの間もそういうことをやりました。本当に残念な

気がいたしますけれども、氏名を公表することによって、ああ、夕べもやっ

たんだ、その前もやったんだと、こういうふうなことがかえって、抑止効果

があるんじゃないかと思うんです。そういう氏名の公表についてはどう考え

ておられるんでしょうか。 

 

清水交通指導課長  飲酒運転につきましては、原則、逮捕事件につきましてはすべて公表して

おります。先ほど申しましたように、罰則強化とか助長罪が新設されたこと

によりまして、検挙した被疑者を取り調べたことによって助長罪が発覚する

可能性がたくさんありますので、今後は逮捕事件も多くなると思いますので、

公表する件数も多くなると思います。 

 

丹澤委員  そうすると、逮捕した人だけしか公表しないんでしょうか。 

 

清水交通指導課長 警察の公表基準といたしましては、現在は逮捕事件を原則としております。 

 

丹澤委員  義務というのは何に決まっているんですか。 

 

清水交通指導課長  義務でなくて、基準を内部的に設けてございます。 

 

丹澤委員  逮捕者しか公表しないという基準なんでしょうか。 

 

清水交通指導課長  原則として逮捕者について公表をするという基準でございます。 

 

丹澤委員  今、そういう基準があるのであれば、抑止効果ということをねらう意味で、

本人のプライバシーの保護ということも最近は叫ばれておりますが、これは

道路交通違反ということですから、そこまで守る必要があるのかどうか、私

はいささか疑問に思っておりますけれども、そういうものを公表することに
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よって、飲酒運転はですね。交通違反をすべからくやれというわけではない

んです。そういうものも公表することによって、また出た、また出た、また

出た、警察やってる、やってる、やってるというふうな抑止効果があるので

はないかと。だから、そういうふうな人まで公表したらどうかということで

す。 

 

清水交通指導課長  氏名を公表しないまでも、任意事件でも、今朝の新聞のように、悪質であ

るものについては内容を広報しておりますので、それはある程度の抑止効果

があると思います。また、すべての個人を酒気帯び運転で検挙したからとい

って、氏名を公表することは、若干、個人情報との絡みもございまして、慎

重にやりたいと思っております。 

 

丹澤委員  わかりました。これから年末年始、飲酒の件が多くなるわけでありますけ

れども、交通事故の撲滅というんですか、根絶というんですか、そういうこ

とをするには警察は取り締まりが主でしょうけれども、これ以外に何か対策

はあるんでしょうか。 

 

伊藤交通部参事官  今、お話がございましたように、警察は取り締まりということで、いわゆ

る飲食店街周辺を重点としまして現在、ミニ検問、あるいはパトカー等の巡

回によった警戒取り締まりを強化しています。それとともに、いわゆる自治

体を中心とした飲酒運転根絶運動を柱としまして、交通安全協会、あるいは

飲食店組合等とハンドルキーパー運動というものを今、積極的にやっており

まして、これに対する支援、協力するなどして啓蒙活動を行っております。 

  また、交通関係機関、団体との連携によりまして、チラシ、パンフレット、

ポスター等の広報資料を作成するとともに、各地の広報媒体を活用した飲酒

運転根絶の広報、啓発を推進しているところでございます。 

 

丹澤委員  ありがとうございました。わかりました。 

  では、刑事部にお尋ねをいたします。県営の塩部団地の事件、強盗殺人事

件が発生して、１０月２８日、わずか４０日ということで、まさにスピード

解決をされました。山梨県警察の捜査能力の高さ、本当に見せつけられた思

いがいたします。心から警察の刑事部に対しまして敬意を表するところであ

ります。 

  実は、三十数年前に、私の友人で社会部の記者になったのがおりまして、

それが私のところに来て、清水一行の『捜査一課長』という本を読まなきゃ

だめだ。あれを読まないと事件記者になれないと言って、私に話をしてくれ

ました。そのときのことを思い出しまして、夕べ、ちょっとひっくり返して

みたんですけれども、古い捜査手法、今、近代警察の中で新しい捜査手法と

いうのもあるんでしょうけれども、やっぱり地道に、愚直に捜査する、これ

が捜査の基本だ、まさに古い手法が大事だということが書いてありました。

尋問の仕方、尾行の仕方、そういうことが「なるほどな」と思うようなこと

がありました。 

  団塊の世代はそういう知識をたくさん持っている人たちなんでしょうけ

れども、それがいよいよ退職をされる。刑事部長さんも、長い刑事畑を歩い

てこられて、いよいよ最後の総仕上げということでありましょう。そういう

捜査手法というものを下に引き継いでいくような、そういうことを警察では

しているんでしょうか。 
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長田刑事部長  定年等による本県警察官の退職者は、ことしの春６８名、来年の春６６名

になってございます。こういった団塊世代のベテラン刑事の大量退職に備え

て、戦力ダウンをしないために目下行っている後継者育成につきましては、

例えば今回のような塩部の強盗殺人事件、捜査本部事件、あるいは県内で、

重要事件が発生した場合に、一線警察署の若手の刑事を招集いたしまして、

捜査に従事させます。実践教養ということであります。また、若い警察官の

中でも、刑事志望者が大勢いるわけですけれども、こういった人材を刑事に

登用する際に、刑事任用専科ということで集合教養、あるいは実地教養、こ

ういうことをやっております。それらの施策は若手刑事の全体的な底上げを

はかるという意味があります。 

  もう一つ、刑事部門にスペシャリストといいますか、名人芸を持っている

捜査官、年配者がおりますので、これらを技能指導官に指定して、若手に伝

承教養を行っています。さらに、一線警察署から選抜した刑事を警視庁、あ

るいは当県において、スペシャル刑事という特別の教養を施して、これは刑

事の専門家を育てる、こういうふうな施策もしております。 

  もう１点、捜査幹部の指揮能力向上、これも大事なことでありまして、特

別捜査幹部研修といった、全国レベルの研修がありますので、これに積極的

に参加させて、指揮官の育成を行って全体として後継者育成に努めている状

況でございます。 

 

（高齢者の運転免許の更新について） 

安本委員  先月の１１月でしたけれども、総務委員会の県内視察で、新装なりました

県の総合交通センターを視察をさせていただき、趣旨の説明をいただき、あ

りがとうございました。大きな検査のコースを見ながら、今度は高齢者の方

も何年か前から、７０歳以上だと思いますけれども、運転免許の更新をする

ときには適性検査を行うことになったという話を伺いまして、そのことに関

連して少しお伺いをしたいと思います。交通事故の発生状況と高齢者の方の

運転免許の更新制、また返納制度についてお伺いさせていただきたいと思い

ます。 

  県内の交通事故の発生状況につきましては、私が県庁に入りましたころは、

死者１００人を上回るとか、少なくなるとか、そういうようなところで年末

になりますといろいろな話題が出ておりました。ここ数年は飲酒運転の撲滅

の取り組みですとか、シートベルトの着用ということで、死者数も発生件数

も減少していると聞いております。ことしにつきましても、たしか１０月末

現在で昨年よりも減少しているというような報道もされておりました。その

発生状況と、その中で高齢者の方の交通事故についてはどのような推移にな

っているのか、また、その占める割合はどういうふうに推移しているのか、

まずお伺いさせていただきたいと思います。 

 

伊藤交通部参事官  １１月末現在の、交通事故の発生状況でございます。発生件数が６,２８

２件で、これにつきましては前年比がマイナス１０３件。交通事故で亡くな

った方は４５人。これは前年比マイナス１０人。負傷者につきましては、８,

３８３人ということで、前年比マイナス１２２人ということで、発生件数、

死者、負傷者とも現時点ではマイナスでございます。 

  また、１１月末現在における、６５歳以上の高齢者が関係する交通事故に

つきましては、発生件数が１,４４９件。これは前年比プラス１６０件。死

者数は２４人で、これは前年比プラス１人。負傷者数については１,０８４

人で、前年比プラス１３２人ということで、高齢者が関係する事故につきま
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しては、件数、死者、負傷者ともプラスでございます。 

  それから、割合でございますが、高齢者の関係する事故の発生件数につき

ましては、交通事故全体の２３％。また、死者数につきましては５３％。負

傷者数につきましては、約１３％という状況でございます。 

 

安本委員  県内の交通事故の全体の件数、死亡者数は減っている中で、高齢者の方に

ついてはふえているということがわかりました。これは高齢者のドライバー

そのものがふえているからというふうに思いますけれども、こういったこと

に対処していくために、高齢者の方の運転免許の更新制度が数年前に改めら

れたと聞いております。また、来年度も認知症か何かの関係で新しく更新の

際に適用になるものもあると聞いておりますけれども、その内容について教

えていただきたいと思います。 

 

山形運転免許課長  今の高齢者教習の件について申し上げますと、高齢者の交通事故の防止を

図るということで、平成１４年６月１日、これまで７５歳以上が高齢者講習

を受けていただきましたけれども、事故の発生の状況を見まして、これを７

０歳までに下げました。そして、更新する際に高齢者講習を必ず受けていた

だく。また、それを条件として更新ができるという制度になりました。この

更新は、自分が免許を持っていて、その期限が切れる３か月前、指定自動車

教習所へ我々の方で講習を委託しておりますので、そこと連絡を取って、そ

の教習所で講習を受けていただくことになります。 

  そして、実際に、高齢になりますと身体的機能が低下いたしますので、そ

の自覚を促して、その自覚に基づいた安全運転をしていただくという趣旨の

もとで講習を行っております。 

  統計を見ますと、１８年中は、対象者が１万７,７１４人おられたのです

けれども、そのうちの１万４,３２９人が受講しています。対象者に比べて

受講者が少ないというのは、やっぱり高齢で自分で免許証を切らした方、あ

るいは死亡している方、こういうものがかなり含まれていると考えています。 

  以上です。 

 

安本委員  更新の際にも厳しくなっているし、もう自分でも自覚して更新されないと

いうことですけれども、高齢者の方の運転に伴う事故防止というか、免許の

更新制度が厳しくなったほかに、自主返納制度というのもあると聞いており

ます。最近、いろいろな県で取り組みがありまして、例えば自主的に高齢者

の方が運転免許証を返納すると、残った有効期間中はバスが無料になるとか、

それから運転免許証を返納したときに交付される運転経歴証明書というの

があるそうですけれども、それを見せるとタクシーが１割安くなるとか、い

ろいろな制度をつくられているようです。山梨の場合、公共交通機関が余り

発達をしていませんので、また、農作業のときにも運転が必要ということで、

なかなか難しい面はあるかと思うんですけれども、そういった自主返納に対

して何か奨励制度を出していただければ、そういったことも進むのではない

かと思っております。そういう点についてはいかがでしょうか。 

 

伊藤交通部参事官  現時点では奨励制度はございません。他県等では、高齢者が自主的に運転

免許証を返納した場合につきまして、行政やタクシー協会、バス協会が中心

となりまして、バス、タクシーの割引制度の導入、また、公共交通機関の共

通乗車券の発行等を行っているところもあると聞いております。 
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安本委員  ぜひ本県においても検討して制度を導入していただきたいと思います。 

  最後に１点伺いますけれども、例えば一家で、おじいちゃんの運転を見て

いると危ない。子供としてはぜひ運転やめてほしいというようなことがあり

ます。本人は自分は一流ドライバーだということで大丈夫だとかと言ってい

るケースもあります。また、認知症で、そういったことで事故が、高速道路

を逆走したというようなことも聞いております。例えば本人は嫌がっている

けど、だれか別の人が返すような手続ができるのかどうか、そういったこと

について最後にお伺いします。 

 

山形運転免許課長  高齢者の免許証については、ご家族であっても、本人の同意を得なければ、

これは返すことができないという法上の規定があります。 
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主な質疑等   知事政策室・企画部関係 

 

※第１１５号     山梨県行政機関等の設置に関する条例中改正の件 
 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２７号    平成１９年度山梨県一般会計補正予算第１条第１項歳入歳出予算の補正
額及び歳入歳出予算の総額、同条第２項歳入各款及び歳出中総務委員会関

係のもの並びに第４条地方債の補正 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

 

（北口県有地の活用について） 

岡委員  企画部長にお聞きしたいと思います。先日、私は本会議場で質問させてい

ただいたのですが、基本的に私は北口の開発について、考え方については賛

成をいたしております。そういう立場でお聞きしますが、１２月６日、自由

民主党の議員総会でお話をされたと、新聞報道されていますが、具体的にど

ういうお話をされたのか、まずお聞きします。 

 

新藤企画部長  新聞に書いてあることに変わりはないわけでありますけれども、改めて申

し上げますと、私どもが北口の県有地に進めている事業について、知事から

その前の月の２８日、全員協議会の席において発言がされた。そのことにつ

いての説明を求められたわけであります。その際に北口の県有地について、

情報政策アドバイザー会議からの提言等もあって、使い方について情報通信

産業の振興、それをすることによって本県の活性化に資するというような形

につながる使い方をしたいということで、情報通信産業の関連の企業に話を

しておりますということを申し上げました。 

  以上です。 

 

岡委員  私は、本会議の席でも発言させていただいたのですけれども、情報政策ア

ドバイザー会議の提言の中には、北口ということは一言も出ていないですね。

山梨が全国に発信基地となるように努力するべきだということは書かれて

いたことは事実なんですが、都内のある会社と交渉しているとアドバイザー

会議の提言のときに話が出たのでしょうか。 
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新藤企画部長  アドバイザー会議では具体にどういう企業ということは出ておりません。

ただ、少なくとも山梨県の産業の活性化のためには、今現在、ＩＴ産業が本

県の産業界をリードしている部分もあり、そうした形のものが本県の産業振

興に資するという思いの中で、東京にある大手の企業が山梨に来ていただけ

るならばありがたいということでお話をさせていただいているものであり、

特定の企業名がアドバイザー会議で出たわけではありません。 

 

岡委員  了解しました。 

  いつごろからＩＴ企業と話し合いを進めてきたんでしょうか。 

 

新藤企画部長  夏場ごろと理解をしております。 

 

岡委員  夏からというと、既に９月議会もあったわけであります。議会へも相談す

ると知事は再三答弁をなされています。私らは、２月の議会、６月の議会、

９月の議会と３回の議会で北口が良いのではないかと、図書館の問題もあり

ましたけれども、ＩＴ産業を中心として情報活性化のためにも北口は非常に

有利な場所だと３回にわたって質問させていただいてきているわけです。夏

ごろからならば、９月の議会の中でも若干なりとも考え方を述べられてもよ

かったのではないかと思うのですが、いかがですか。 

 

新藤企画部長  私どもは、具体に企業を誘致するといったことを念頭に置く部分と、使い

方をどういうふうにするかということについては、具体なものを持ち合わせ

てございません。そうしたことが仮に企業側の賛同が得られるのであれば、

次のステップとしてこういうことを考えたいな、こういうことができるなと

いう思いでありまして、その時点でお話はさせていただきましたけれども、

現在までその御返事をいただいておりません。したがって、議会においてお

話ができるような状況でなかったということであります。 

 

岡委員  私が言いたいのは、北口開発は非常に、県民としても注視の的だと私は感

じているわけです。議会へ説明があってもしかるべきじゃなかったかと、感

じているのです。唐突に全員協議会という場で話をされたわけでありまして、

余りにも、私は、議会軽視というふうな言い方をいたしましたけれども、も

っと早い時点で話がなされているならば、９月の議会で若干なりとも話が出

てもよかったのではなかったかと、説明があってしかるべきではないかと感

じているのですが、どうなのでしょうか。 

 

新藤企画部長  私どももいろいろな動きをいたします。けれども、それについては、先ほ

ど岡委員の言われましたように、自由民主党の会派の説明の席では申し上げ

ましたけれども、私ども確たるものがない段階でいろいろお話しすることが

できなかったということで、決して議会をないがしろとか、隠し通してとい

うように考えておりません。先ほど言われましたように、大変貴重な、大事

な土地であるということを十分承知いたしております。そのための使い方と

して、どういう使い方をすることが県にとって、県民にとっていいかという

ことを念頭に行動しているつもりであります。 

  したがって、具体の段階に入りましたならば、しかるべき手続をとって説

明をさせていただきたいと思っております。 
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岡委員  ぜひ積極的に努力をしていただきたいと思うわけであります。今からのプ

ロセスという意味で、今後の見通しとしてどんなふうになっているのでしょ

うか。 

 

新藤企画部長  今、お話をさせていただいているところ等からの返事等を待って、進んで

いくことになるかと思っています。ただ、先方には具体の期限を切っており

ません。したがって、いつまでにどうこうできるということもこの席では申

し上げられません。少なくとも御返事等がいただけた段階では、前へ進んだ

のかなと思いますので、その時点でなにがしかのお話ができると思います。 

  使い方そのものについても、県で具体にこうするということを決めてあり

ません。より県民に喜ばれるような使い方をしたいということで組み立てを

していきたいと思います。 

 

（新県立図書館の整備について） 

岡委員  若干角度を変えまして、図書館のあり方について今までは検討委員会でな

されてきたわけですね。９,０００平米のうち大体どのぐらい面積を図書館

が使って、どのぐらいＩＴ企業が使うのか、その辺についての考え方を、も

しわかったら教えてください。 

 

新藤企画部長  まだ図書館の規模等について具体なものが出ておりません。したがって、

仮に北口となったときに、９,０００平米の面積の中でどの程度を占めるこ

とになるのか、今の段階では何とも申し上げられません。 

 

岡委員  都内の企業に対しては、どのぐらいの面積を確保するから来てもらいたい

というふうにお話をしていったのでしょうか。それとも、全く面積問題は考

えないで、ぜひ来ていただきたい、甲府駅の北口はすばらしい場所なのでぜ

ひ来ていただきたいというふうに話をしただけなのでしょうか。 

 

新藤企画部長  具体に先方には面積を伝えてございません。９,０００平米の土地がある

ということだけでございます。 

 

土屋委員  今の岡委員の新図書館建設問題と、かけがえのない県と甲府市の中に占め

る県有地９,０００平米の利活用は、多くの県民も市民も注目しているわけ

であります。私は代表質問でも申し上げましたように、公共交通機関の集結

するところ、接続するところ、それから山梨大学をはじめとして教育機関が

結集しているところ、図書館とすればあの地しかない。加えて、検討委員会

で６回の会議をなされているようですが、１１人のほとんどの委員さんがあ

の場所でよいと言っている。新図書館については北口でよいと。こういう前

提でちょっと議論したいと思うんですが、今の議論を聞いていると、図書館

だけじゃもったいない。だから９,０００平米の図書館以外の部分へ何を持

ってくるかということが今、岡委員と部長との議論であったと思うのですが、

図書館をメーンに考えて、残った土地をどう利活用するか、あるいは他の情

報機関をメーンに考えて、それに付随して図書館を考えるのか、こういう議

論もせっかくの機会ですからやってみたいと思うのですが、部長、いかがで

すか。 

 

新藤企画部長  北口県有地の９,０００平米につきましては、前の新学習拠点という複合

施設の中では、私の記憶ではあの土地をすべて新学習拠点が占めると理解を
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しております。今回、まっさらな状態で検討してきております新県立図書館

については、県立図書館というものに特化する形でいけば、おのずから規模

的には小さくなるであろうと推測されます。そうすると、仮に北口であった

場合には余剰の土地が出るのかなと。その余剰の土地を使い道として考えて

いくことも必要じゃないかなということであります。あくまでも仮定の段階

でありますけれども、図書館には情報発信機能もあると有識者からも言われ

ております。そのとおりだと思っております。そうしたものと十分関連がと

れるような、相互に有効に使えるような形の使い方ができればと思っており

まして、余剰分について、先ほど言いましたような形のものも、これはあり

得るだろうと。仮に県立図書館が北口でなくても、北口県有地の活用として

は情報通信産業的な部分でも十分やっていけるんじゃないかと思っており

ます。 

  ただ、今、土屋先生が言われましたように、相当多くの方が北口を望まれ

ていると私どもは思っておりますけれども、本会議の知事答弁でもさせてい

ただきましたように、今後、整備検討委員会の御意見もお聞きしながら、最

終的に判断していくということでありますので、余剰の土地が出るのか、そ

の部分は、もうしばらく時間をいただきたいと思います。 

 

土屋委員  今、部長の答弁の中で、「北口に図書館がなくても」という文言が入って

いたのですが、私は、今の後段で御説明があったように、検討委員会の結論

はおおむね北口だと思う。なる可能性が高いと、こう見ています。私も質問

するにつけては、検討委員の先生方に何人もお会いしました。山梨県のどこ

を見てもあそこしかないんだと、こういうことですから、私は図書館を決め

て余剰の土地へ、一番将来県民のためになる施設を誘致、誘導することが横

内県政の目玉商品になると、思っているのです。先ほど来の議論を聞くと、

何かＩＴ産業の方が先に行くみたいな感じで、それで図書館は何か後続部隊

のような答弁にも、あるいは議論のように聞こえるのですが、検討委員会が

恐らく年内に北口が最適地という発表になると思うんですね。そうしたとき

に、今交渉しているＩＴの方は後になってしまうと思うんですね。ですから、

そういう場合には、図書館を決めて、今交渉中のＩＴ情報産業を持ってくる。

相手がよいということであればね。そういう流れになるのか、その点はいか

がでしょうか。 

 

新藤企画部長  土屋先生の御提言もございました。十分その辺も踏まえて、確かにおっし

ゃるとおり、当初、県の課題として上がっていたのは図書館の整備でありま

すから、それについては今の情報産業云々という形での検討をする前からの

話でございますので、流れとするならばそちらの方が先に決まると考えてお

ります。これについては、せっかくの御提言でございますから、先ほどの繰

り返しになりますけれども、整備検討委員会、また本議会での先生方の御要

望等も踏まえて最終的に判断をしていきたいと思っております。 

 

（行動計画について） 

森屋委員  今議会で一番議論されなければならないことは、山梨再生に向けた行動計

画と、山梨県行政改革大綱素案だと思うのです。本会議の議論を通しても、

きょうのマスコミスタイルを見ても、どう見ても、図書館を注目しているよ

うな気がしてなりませんけれども、まず、行動計画からちょっとお話をした

いと思います。 

  まず、大変短い期間にまとめていただいて御苦労さまです。何回も読ませ
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ていただいて、はっきり言って夢がわくというか、お世辞ではありませんけ

れども、よくまとめられた、いいものだなと思いました。どういう形に最終

的になされるのかわからないのですけれども、とかく今まで、私も県政にか

かわってきて８年、９年目ぐらいですけれども、きれいな製本された何とか

の章とか、何とかというふうにつくられてしまうと、居間のお飾りになって

しまって、なかなか読む気がしないのですけれども、まだ原案ですから、こ

ういう形で読ませていただいて、大変よかったなと思います。 

  当初から指摘させていただいたように、最初「暮らしやすさ日本一」と、

非常に抽象的な言葉だったのですけれども、暮らしやすさというのは何なの

か。あるいは、地域に住んでいて豊かさっていうのは何なのかということの

定義を、従来と比べて大変多様化をしている時代ですから、その定義にこだ

わっていただきたいと言ってきましたけれども、それについてもかなり書き

込んでいただいたなと思います。 

  そこで、２つほど大きな部分についてお話をしていきたいのです。長期計

画と言われる部分については、地方自治法において、市町村は議会議決事項

になっていますね。なぜかわかりませんけれども、都道府県の場合は議会で

議決しなくていいと。いいとは書いてありませんけれども、しないシステム

になっています。これはなぜなのかなと、単純に疑問を持っています、内田

議長もおっしゃっていますけれども、これからの山梨県の４年、８年という

スパンの長さじゃなくて、やっぱり１０年、２０年という山梨のあるべき姿

を方向づけていくものだと認識しています。そういう意味で十分な議会での

議論を経て、あるいは、なにがしからの決定をし、行政の皆さん方だけじゃ

なくて、議員の皆さん方もこの決定にかかわってくる者、このプロセスにか

かわってくる者として、なにがしかの責任を共有していく必要性を感じます。 

  この行動計画の政策４の中、地方分権の推進と道州制への対応という中で

うたわれているのは、２８市町村の百花繚乱の姿の集大成が山梨の繁栄だと

いう言われ方をしております。まずこの行動計画を策定する、今日までの過

程において、市町村の皆さん方の御意見をどういうふうに吸い上げておいで

になったのか、あるいはそういう場面がどれぐらいあったのか、お話をいた

だきたいと思います。 

 

小林政策参事  行動計画の策定に当たりましては、６月に暫定版の行動計画を公表したわ

けでございますけれども、県民の皆様の意見を聞く意味でインターネットを

使っての意見収集、あるいは県民情報センターなど、県内１５か所に暫定版

の行動計画を備えつけまして意見をいただくというような仕組みをしてま

いったところであります。同時に市町村についても行動計画の暫定版を送付

いたしまして、御意見があればいただきたいということを６月に行っており

ます。 

  それから７月から８月にかけまして、県の総合計画審議会の方で議論をい

ただいたのですが、その委員さんの中には、市町村からの推薦で、地域委員

という方が約４０名いらっしゃいます。そういう方々からも多くの御意見を

いただいております。 

  それから、パブリックコメントを実施する前に、１０月でございますけれ

ども、知事と市町村長との意見交換会を行いまして、これは国中と郡内、２

回行ったわけでございますけれども、その中でも全市町村長さん御出席の中

で御意見を賜っております。 

  各市町村長さんから御意見を賜ったわけでございますけれども、具体的に

は、例えば地域医療の医師確保の問題とか、あるいは企業誘致の人材確保の
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問題とか、あるいは耐震改修の問題とか、あるいは情報ネットワークの問題

とか、そういう御意見を素案として先日御提示させていただいた中には盛り

込んで記載をしてきたところであります。 

 

（ 休  憩 ） 

 

森屋委員  今までの、地方分権改革というものが始まりますまでのわが国が歩んでき

たスタイルというのは、都道府県というのはどちらかというと国の出先機関

というような意味合いが強く、そして市町村は住民に最も近い基礎的自治体

という位置づけの中で、長期計画、あるいは地域施策というのが働いてきた

のだろうと思います。 

  そういう意味では、地方分権という時代に入って、そしてなおかつ道州制

というものも議論されている中で、私たちにとりましては県のありようとい

うのは、非常に言い方は悪いですけれども、中途半端という気もいたします。

しかしながら、財政なんかも見させていただいても、都道府県財政の役割と

いうのは、地域経済、あるいは産業構造なんかに対します影響力というのは

非常にあると思っています。そういうふうなときでありますけれども、ここ

はやっぱりもう一度手綱というか、ふんどしを締め直して、地域経済発展の

ためにしっかりやっていかなければいけないと思っております。 

  そこで、先ほどお話ししましたように市町村との関係をお聞きしたわけで

あります。先ほどの御答弁で市町村から選出されている審議会委員の皆さん

方のお話も聞いている。あるいは市町村長さんたちとの懇談もしているとい

うことなんですけれども、先ほどのお話で申しましたように、市町村長さん

たちというのは、私も地元の長期計画委員というのをさせていただいていて、

大変な議論を積み重ねた結果、それぞれの市町村議会において議論をして決

定をされているプロセスを踏んでいらっしゃいますね。ですから、そういう

意味ではやっぱり県も、定められたところはないのですけれども、しっかり

と、そういう経験をされている皆さん方の御意見も尊重していかなければい

けないと思います。 

  これが１２月で決められていく。そして、今までは御意見も伺ってきたと

いうことですけれども、横内県政としての一つのスタイルとして、これが決

められたところで、まずは市町村長さんたちに対して説明といいますか、「こ

ういうふうに進んでいきます」あるいは「こういうものを決めさせていただ

きました」というふうなものを第１番目にまずやるというふうな姿勢を私は

示していただきたいと思うのですが、その辺はいかがでしょうか。 

 

小林政策参事  行動計画策定後におきましては、まず県民の皆様へ周知をする。それから

市町村、あるいは国等にも御理解をいただく、こういうことをしていかなけ

ればいけないわけであります。今回の行動計画につきましては、市町村の果

たしていただくべき役割を随所に記載させていただいております。例えば、

施策、事業の実施主体の欄であれば、その主たる事業ごとに市町村がかかわ

るものは市町村というふうに明記をしてございます。あるいは、政策の推進

方策のところでは、県と市町村が一体となって連携をしていくというような

ことも記述させていただいているわけでございます。そういう意味合いがご

ざいまして、特に市町村に期待している部分というのは、事業の実施主体で

あることはもちろん、それから一般県民、地域住民、あるいは地域の区なり

団体、そういうようなものに対する周知を、広報媒体とでもいいますか、そ

ういう役割も市町村に担っていただきたいというふうにも考えております。 
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  したがいまして、計画策定後、特に１年間ぐらいは、重点的に市町村に対

してこの計画の御理解を得る取り組みをさせていただきたいと考えており

ます。市町村長会議、あるいは市町村議長会議、あるいは担当課長の会議、

あらゆる機会を見まして計画について御説明をさせていただきたいと考え

ております。 

 

森屋委員  それは恐らく従来もそういう形はされていたのだろうなと予想はつきま

すけれども、そうではなくて、いかにこういう分権時代において、この中で

もうたわれているように、２８市町村の百花繚乱の姿というのが県の姿なの

だとあえてうたっているわけですから、もう少し、ある意味ではマスコミの

人たちを利用するわけではないけれども、こういう人たちにも注目をしてい

ただけるような意味でも、もう少しドラスチックにそういう場面を、早速や

りましたというふうな活動を、横内知事の印象としても非常にいいし、ぜひ

そういうことを重ねてやっていただきたいと思いますけれども、いかがでし

ょうか。 

 

小林政策参事  従前より重ねて周知をはかるということはさせていただきたいと思って

おります。今、先生の御意見等もございましたので、参考にさせていただき

まして検討させていただきたいと思います。 

 

森屋委員  ぜひやっていただきたいと思います。そうすることによって、いかに市町

村の皆さん方を、県全体の枠という中でこれから発展していく中において、

いかに重要視しているかという、姿勢を示すことになると思います。 

  基本目標の中の「『変える・やまなし』の実現」という中の政策４、地方

分権の推進と道州制への対応という部分について、市町村が登場してくるん

ですね。全体的に見ていくと、今、小林参事のおっしゃったように、これは

実施主体として県がやるんだ、あるいは市町村がやるんだ、担っていくんだ

というのをかなり具体的に、全体的には網羅しているんだけれども、現在の

県下２８市町村との連携がうたわれてくるのは、その政策４の部分なんです

ね。 

  私はむしろ、一番最初の部分に市町村との関係をうたっていただきたい。

そうすることによって、本当にこの行動計画というものが輝いてくるという

気がするんですけれども、いかがでしょうか。 

 

小林政策参事  今、先生のおっしゃられている部分は地方分権の部分で県づくりの主役は

市町村であるという記述があるわけでございますけれども、それ以外にも当

然市町村は出てくるわけです。特に県民に最も身近な基礎的自治体である市

町村ということを考えますと、その連携というのは非常に大切。特に、施策

の実現の部分において大切だというふうに考えておりまして、この行動計画

の中では、一番最後のページになってしまうのですが、１７２ページの計画

の推進方策というのがございまして、その１番の計画推進の基本的考え方、

この部分でちょっと読ませていただきますと、「県の施策・事業の実施に当

たって地域住民に最も身近な市町村の意見や視点を尊重するとともに、県と

市町村の果たすべき役割を明確にし、緊密な連携と協調のもと、効率的・一

体的な行政を推進します」という、基本的な考え方がございます。というこ

とで、私どもといたしましては、ここで市町村との強力な関係を表現をさせ

ていただいたというところでございます。また、具体的な表現、あるいは方

法等につきましては、検討をさせていただきたいと思います。 
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森屋委員  ぜひよろしく。あえて言うならば、今までの、長期計画というものは全国

どこへ行っても同じだということで、金太郎あめに例えられたりする場面が

かつては多かったように思います。しかしながら、今回のこれは、山梨の特

性、地理的特性であるとか、あるいは山梨の歴史を背景とした既存の自然環

境とマッチしたような企業のあり方とか、そういう特性を非常によくとらえ

られていて、そしてそのベースに立って将来の山梨というものを展望されて

いる。山梨というものの特性を非常によくとらえられて、この行動計画を立

てられていると思います。市町村との連携がさらにそれに磨きをかけるとい

う意味でも大切だと思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

  それに加えて、この間、本会議でも若干議論がありました道州制について

であります。前小泉内閣、あるいは安倍内閣のときよりも、若干、現在の福

田内閣になって、そのトーンが下がったというふうに、この間もどなたかが

おっしゃっておりました。 

  実は今、第２９次の地方制度調査会の中で道州制が議論されています。御

存じの方も多いと思いますけれども、山梨学院大学の江藤教授が、言い方は

悪いですけれども、田舎の大学から地方制度調査会の委員になるなんて私た

ちにとりましては驚きであり、地方の意見というものを反映していただける

のかなというふうに思っています。改めて道州制の議論、第２９次の調査会

の中身も含めて、現状どのようになっているかお話をいただきたいと思いま

す。 

 

芦沢政策参事  国の状況におきましては、ご承知のように２８次の地方制度調査会が１８

年２月に道州制の導入が適当という答申をしております。その後、道州制ビ

ジョン懇談会がことしの２月に初会合を開いており、そういった中で、今、

国の方では議論が進められていると承知しております。 

 

森屋委員  現実問題になってくると、総論は賛成で各論は、合併と同じですから、な

かなか見えてこない部分があると思います。ですから、これからの１０年と

か２０年という間は国の動向を予想しながら、この山梨県運営していくのだ

という、ある意味では先の見えない議論になってくるのかもしれませんけれ

ども、十分そのことも視野に入れて私たちは議論をしていかなければいけな

いと思います。 

  党の関係で神奈川とか千葉とか、他県の人たちと会わさせていただくと、

特に神奈川の皆さん方は、山梨県に対する重きの置きかたは、私たちが考え

ている以上にあります。特に、私たちの地元は水を供給しているということ

もあります。そのことに対して神奈川県の皆さん方が興味というか、感謝も

されているし、重きを置いているという実感があります。それからもう一つ

は、丹沢山系の関係で、鹿の害が多くありまして、神奈川県は一生懸命やら

れているのですけれども、山梨県の方がなかなか手が入らないということで、

これも神奈川県単独だけではできない。やっぱり県域を超えた連携の中でや

らないといけないということを向こうの議員の皆さん方からよく言われま

す。そういう意味でも連携というのは大切だなと思っております。国の道州

制議論もありますけれども、そういう一つ一つの分野においての議論を深め

ていくことが将来の土壌づくりになっていくんじゃないかと思います。 

  行動計画につきましては、恐らくきょうも各委員会で、それぞれの細かい

分野について議論されていると思います。 
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（行政改革大綱について） 

森屋委員  行革大綱の方にお話を移させていただきます。経済財政会議の議事録も、

本当にありがたいと思います。お願いしなくても、インターネットでこうい

うふうに出して読ませていただいて、本当に一字一句すべてそのまま、要約

した形でなくて、議事録そのまま出していただけるということで、生の議論

が伝わってまいります。 

  そこで、この行動計画の中にも明確にうたわれておりますけれども、経済

財政会議はことし１２回の予定をし、そして、あの先生方というのはたしか

任期２年。まずそこからいきましょう。今回お願いをしている皆さん方は任

期２年でお願いしているわけですね。 

 

芦沢政策参事  任期は２年でございます。 

 

森屋委員  ありがとうございます。任期２年で、初年度のことしはこれをつくられる

ということもあって、１２回開催する。それから、平成２０年度からは年８

回開催されていくということであります。９月の議会のときにもお話しさせ

ていただきましたけれども、私は勝手に国の経済財政諮問会議を想像してし

まって、勝手なことを言っていましたけれど、やはり積極的な経済財政会議

の委員の皆さん方の御意見を反映していくためにも、年度の前半部分で御議

論をいただいて、そしてできるならば次の年度の当初予算に反映されていく

ようなシステムづくりというのが必要ではないかというふうに勝手に考え

るのですけれども、いかがでしょうか。 

 

芦沢政策参事  ただいまの御質問でございますが、経済財政会議につきましては、各年度、

おおむね８回程度を考えております。ただいま先生がおっしゃいました、国

の経済財政諮問会議における骨太の方針でございますが、第１次から第８次

ぐらいまでたしか出ていたと思うのですけれども、その中身を見ますと、例

えば第１次のときには国債発行を３０兆円以下にするとか、５年間で５３０

万人の雇用の創出とか、そういったところが出ています。今回の行革大綱の

策定の過程を見ますと、まず、経済財政会議で部会を置きまして６回ほど議

論をいただきました。その中で、いわゆる答申といいますか提案をいただき

まして、その中に大きく言いますと３つの、財政の改革、県庁の改革、行政

サービスの改革と、そういったものに取り組んでもらいたい、その行程等も

具体に示した方がいい、または、実施した後、それぞれ検証した後、会議の

方に報告をいただきたいというような御提案がございました。現状では毎年

終了後、庁内で検証いたしまして、それを会議の方に報告し、また、意見を

いただく。それが恐らく予算編成の前には完了できると思いますので、今先

生がおっしゃいましたようなことは、恐らくそういった過程の中で十分生か

していけるのではないかと考えております。 

 

森屋委員  ぜひお願いしたいと思います。この議事録を読ませていただくと、極端な

考えの方もいますね。県の借金３００億円減らすのだったら、年間の公共事

業を半分にすれば一遍で１年で減らせるじゃないかという方もいたり、大変

楽しいと言ったら失礼だけれども、そういう議論もあって当然だなと思うん

ですね。 

  ですから、こういう場で議論されるものを次の年度に反映していくシステ

ムをぜひ構築していただきたい。また、あるいは、こういう議論を私たち議

員１人１人にも見させていただいて、それぞれの役割が違いますので、議会
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は議員としての役割を果たしていかなければならないと、改めてこういう議

論の中から感じるところです。 

  最後にさせていただきますけれども、公共事業について触れさせていただ

きます。これは後で財政の方で主にやらせていただきますけれども、この行

動計画で答えていただくのか、大綱で答えていただくのか、ちょっと難しい

部分で、それはそちらの方で考えてください。 

  最初から読んでいて、どこで公共事業の項目が出てくるのかなと、不安と

心配の気持ちで読ませていただきました。公共事業であれをやるんだ、これ

をやるんだというものがもし大きな項目として出てくるのであったら、私は

ある意味で失望感を持ったのでないかと思います。一番最後までずっと読ん

でいきますと、実は最後のところの二、三ページで公共事業に触れられてい

る部分があるのですけれども、公共事業のとらえ方が２０２５年の山梨像を

描いた中に必要なんだという、公共事業の裏付けがされているんじゃないか

感じました。 

  しかしながら、これから具体論に入っていったとき、戦後の高度成長期を

支えてきたわが国の公共事業というのは、公共事業そのものが目的であった

というふうに思います。ですから、公共事業が達成されたことによって、そ

の地域の皆さん方の暮らしが豊かになったとか、暮らしやすくなったとお感

じになったのが、高度成長期の公共事業のありようだったと思うんです。 

  しかしながら、じゃあこれからどうか、今の時代どうかといいますと、例

えば中部横断道ができたときに、これから一生懸命つくっていただくわけで

すけれども、その地域の皆さん方が豊かになった、あるいは暮らしやすさが

増したと思われる方と、「いや、環境が破壊されてしまったじゃないか」、あ

るいは「静かな生活を破壊された」なんてとらえる方がいないでもないです。

ですから、公共事業をこれから行っていくときに、何のためにやるのか、あ

るいは、私たちの生活がどういうふうに変わっていくのかという将来像と、

そしてその地域の皆さん方の生活、あるいは山梨県がどう変わっていくんだ

という、明確なビジョンがそれぞれの公共事業に示されなければいけないの

ではないかと思うわけであります。 

  そういう意味で、これから公共事業を、大変財源が絞られた中において実

施していかなければならないわけでありますけれども、どういうふうにプロ

セスの部分を地域住民の皆さん方に説明をしていくのか、まずそこをお聞き

したいと思います。どちらが答えられるのか悩んでいらっしゃるようですし、

私もどちらに聞いたら失礼にならないのかと、悩みながらもお聞きします。 

 

小池企画部参事  非常に難しい問題でありますけれども、公共事業に関しましては、地域経

済が疲弊する中で、非常に厳しい財政状況下にあるわけですけれども、限ら

れた予算をいかに有効に使っていくか。すなわち、公共事業では真に必要な

ものはしっかり選別して、それを重点的に実施していく。行動計画にも記し

てございますけれども、こういう中でやっていくわけです。今、本県が置か

れているいろいろな社会情勢からの課題がございます。こうした中で、例え

ば中部横断道等、広域事業等が着々と進んでおりますけれども、そういった

新たな高速交通手段の到来に対応するような基盤整備も進めていかなけれ

ばならない。それから、地域経済のグローバル化が来ておりますし、観光的

にも、東アジアからの観光客の誘致という話もございます。その辺の対応も

しなければならない。それから、人口減少とか高齢化社会等が到来する中で、

それに対応できるユニバーサルデザインの構築等もしていかなければなら

ない。それにも増して、さらに東海地震等も予想される中で、安全・安心づ
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くりの社会、こういったものを構築していかなければならない。幾つかの課

題があるわけですけれども、そういったものを見据えながら、必要なものは

十分に選別しながらやるという形になります。 

  これまでは、そういったものについて社会資本整備重点計画をつくって、

そこで５年後の先を見据えた計画をつくっておりました。社会経済情勢等も

大分変わってきておりますし、国も見直す方向になっておりますので、本県

も今の状況を見ながら行動計画、行革大綱との整合を図りながら、その方向

づけをしていきたいと思います。 

 

森屋委員  プライオリティーをつけていくのは大変だと思います。しかしながら、そ

のことを間違いなくしなければ、１０年、２０年後、あるいは半世紀ぐらい

過ぎたときに、かつてあの時代に何をしていたんだ、先人たちは何をしてい

たんだということにならないようにしていかなければいけないと思います。 

  例えば、きょうの新聞にも出ていましたけれども、財政の話をさせていた

だくと、山梨県の県税収入は、今、法人二税は全国第８位なんですね。むし

ろ東京や大阪の余剰金というか、余ったお金が配られるかと思って私も期待

していたら、きょうの新聞を見たら、むしろ配られない県だということです

ね。それは先人たちの努力が、今、今日花を開いていると本当に思います。

感謝しなければいけないと思っているんです。そういう意味でも、これから

時代の転換期、経済構造改革、地域産業改革をしていかなければいけない。

そういう時代の、今携わっている人たちが、道を間違ってしまうと、未来の

人たちから評価されないことになってしまいます。 

  調べてみると、かつて私たちが議員になった平成１１年、最初のときに調

べたのですけれども、県下の建設、土木にかかわっている従業員の人口割合

は、たしかあの当時１４％ぐらいだったと思います。この何年かの間、大変、

皆さんに痛みを受けていただいて、１１％ぐらいまで減ってきたと聞いてお

ります。しかしながら、まだまだ全国的には大変高いところにありますので、

その転換を図っていかないといけない時期にあるのだろうと思います。 

  そこで、現在、今お話しになったように、公共事業評価委員会とかありま

すよね。大変勉強不足で申しわけありません、あれは土木が主体でやってい

るんですか。そうじゃなくて企画とかそういうところがやっていらっしゃる

んですか。 

 

小池企画部参事  公共三部、土木、農政、森林環境、それぞれ事業課で資料をつくりまして、

それを企画部がとりまとめて評価委員会の方に図っております。 

 

森屋委員  私たちも土木さんに大きな公共事業のお話をさせていただくときに、必ず

ハードル、事業着工するまでに２回ぐらいありますね。それから終わっての

評価というのもあると思います。しっかりその辺は見ていただいているんだ

なという実感もあります。 

  そこで、その審議というか、評価された内容というのは公開をされている

んですか。あるいは、それぞれの事業部の中で、それぞれの案件について、

そこで終結しちゃっているのか。どうなんでしょうか。 

 

小池企画部参事  評価委員会そのものも県のホームページで公開していますし、それからそ

の評価の結果もホームページに掲載してございます。 

 

渡辺委員長  委員長からお願いします。質問及び答弁は整理して簡潔にお願いします。 
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森屋委員  最後になります。大変時間のかかるというか、手間のかかる作業になると

思います。県全体の人員も削減していかなければならない。事業費自体も小

さくなる時代ですから、なかなか手間のかかることはできないと思いますけ

れども、先ほどからずっとお話しさせていただいているように、そのプロセ

スをいかに大切にしていくか、どういう基準で公共事業を見ているのか、判

断しているのか、あるいは新しい事業にとりかかろうとしているのかという

ところを大切にして、県民に示していかないと、ある意味で、ここまで行財

政改革を進めてきた成果を失いかねないと思います。 

  ぜひそういう意味でも、これからもしっかりと、そのプロセスに大いなる

決意を持って取り組んでいただきたいと思います。また、私たちも議員とし

てそうした目で公共事業をこれから見ていかなければいけないと思ってお

りますので、どうぞ皆さん方の御努力をお願いしたいと思います。 

  もう一度重ねになりますけれども、この再生に向けた行動計画と大綱をお

つくりになった皆さんの御苦労に感謝を申し上げて、私の質問を終わらせて

いただきます。ありがとうございます。 

 

（北口県有地の活用について） 

内田委員  午前中の議論を聞いていても何となくしっくり来ないのは、北口の県有地

の活用ということと、図書館を整備するということはもともと別なんですよ。

ところが、委員の皆様方の中にも、もう図書館は北口だ。図書館整備検討委

員会の意見もそうだ。さっきそういうふうなことを聞き回ったら、もうそう

だと。そういうお話がありました。そして、執行部の中にも、知事選が終わ

ったときに公約を出しましたよね。あの中でそんなこと一言も触れていない

わけです。あくまでも別個なんですよ。そして、知事は公約の中に、図書館

を整備しなければならんという必要性はわかると、うたっているんです。だ

けど、北口へそれをつくるなんていうことは、一言も言っていないんです。

北口の県有地は、県有地として活用を考えているということだったんです。 

  ところが、いつの間にか、どこか知らないところで、それが一緒くたにな

ってきた。どこから一緒になったんですか。 

 

新藤企画部長  今現在でも一緒になったという理解はしておりません。先ほど、情報産業

の拠点といいますか、情報産業の振興云々というお話をさせていただきまし

た。それも私の記憶でありますけれども、夏ごろ、しかもそのときは北口県

有地ということで９,０００平米だということもお答えをさせていただきま

した。そこのところには図書館というものも念頭にはありません。場所その

ものが決まっていないからであります。一方で整備検討委員会において御検

討いただいてきていて、まだ建設地についての検討には、ほとんど着手され

ていない状況にあるということでありますから、北口を前提に北口をどうこ

うというふうにした覚えは私にはありません。 

 

内田委員  個人的ということを前置きさせていただきたいんだけれども、知事選を戦

う中でも、私自身は、図書館というのは従来の図書館機能を整備すれば十分

だと思っている。今でも思っている。この話はつい最近、知事とも話をした

んです。ある場所で。そうしたら、知事の口から私が聞いているわけで、図

書館だけの整備でいくなら、文化ゾーンがベストだと。あそこは場所は幾ら

でも取れるという話もしたんです。そういう中で、この間の全員協議会、あ

れは私が見ても、何か、出来レースかなという感じがしたんだけれども、そ
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ういうことを聞いて、何か全く知らないところでそういうものが動いている。

山本知事が１５年に就任したときに、１５年の１１月か、もしくは１２月に、

中部横断道の増穂以南の整備について一部分を新直轄方式にするんだとい

うことを決めたでしょう。あれは、分岐点なんですよ。ああいうことを決め

られたから、今があるんです。あの部分をどうするかという話が出てきた、

あのときに有料道路方式で突っ張っていれば、今、私は絶対なかったと思っ

ているわけです。 

  ということは、物事には分岐点というのがあるんですよ。一番重要なとき

があるわけ。そういうときに何で議論をしないのか。私は議長として、議会

の一員として、こんな情けない話はないですよ。こういう中での議論をもっ

ともっと、私はすべきだと思う。そういうものが絶対に足りない。だから、

さっき森屋委員が、基本計画をつくるときには議会も関与するんだと。そう

なんですよ。議会も議論をするんだ。そういうものが今まで山梨県にないん

ですよ。ほかの県にはあります。そういう議論を重ねているところが、いっ

ぱいあるんですよ。それを皆さん知らないだけ、知らないだけなんですよ。 

  そこで、企画部長は、県有地の活用と北口の図書館の整備は別個で考えて

いると言うけれども、それは口で言っているだけであって、午前中の議論を

聞いていればわかるでしょう。議論を聞いていて、私は、異質な世界に入っ

てきたような気がしたんです。だって、図書館は北口だっていうのは、決ま

っているんですよ。決まっているの。決まっているということは、実質的に

決まっているということ。もうこれ以上、議論なんか重ねる必要ないんだっ

ていうことなんですよ。だから、図書館整備検討委員会なんて存在、要らな

いんですよ。１８日から、場所についての議論をするということになってい

るんでしょう。その議論をする前に、その場所が突出してくるっていうこと

は、整備検討委員会なんか要らないじゃないですか。１１人の委員さんたち

だって、おれたちは要らなかったと思うわけです。本心を言って。本心を。

そんな上辺だけのものはどうでもいいの。私たちは、今、岐路に立ってるの。

県有地を活用するのは何がいいかというのはまさに岐路ですよ。 

  そしてね、もう一つ言わせてもらうと、今言われているＩＴ関連の企業を、

もし誘致した。ところが、あそこは、県有地なんですよ。一般の企業用地と

違います。工業団地をつくって、「さあ、ここへ来なさい」というのと違う

でしょう。売っちゃうんですか、県有地を。そうじゃないでしょう。じゃあ

貸すんですか。貸した場合に、建物はその企業がつくった、県もその中へ入

る。じゃあ、今度、借りるんですか。県有地を貸して、建物は企業がつくっ

て、その中をまた県が借りる。それを本当に考えているんですか。ここはま

さに、将来に向かっての分岐点なんですよ。だから、そういう議論をここで

すべきなんです。午前中その議論がないから、私はあえて途中、病院へ行っ

て、帰ってきて今の議論をやろうと思っていたんです。本音の議論をやりま

しょう。 

 

新藤企画部長  ２点、内田委員から質問がありました。 

  まず１点目の整備検討委員会はもう不要だという部分については、先ほど

言いましたように、建設場所について検討をいただいておりません。いつの

ときということはともかくとしまして、当初お願いをしたときにも、項目の

中に建設地を検討していただくことを委員の方々には申し上げてございま

す。したがって、検討はこれからもしていただく予定でおります。 

  それから、もう１点、図書館とは別の部分に関してのお話です。これにつ

いては、確たるものを持って云々ではなく、今言われたようなことはクリア
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しなければならない大きな問題だというふうに認識しております。したがっ

てそれが実際にクリアできるのかどうかということも含めて検討をしてい

るわけでありまして、そこの使い方について、まだ具体にお話ができない。

法的にクリアできるのかどうかということもこれから検討していくという

ことであります。 

  売るというふうな考えは基本的にはありません。大事な土地でありますか

ら、県有地としてこれからも保持していくという基本的な考えでおります。 

 

内田委員  あのね、まだ本音の議論にはなっていないです。要するに、整備検討委員

会の中では場所の議論はしていない、今からやるんだと。それも含めてやる

んですよ。この間の、知事の発言は、全く整合性がないことになっちゃうよ

ね。全員協議会でやった、あの発言というのは、何になるんですか。部長だ

ってあの場にいたんでしょう。 

 

新藤企画部長  知事が２８日の全員協議会で申し上げたのは、知事としてそういう方向で

検討をしたいということを申し上げたと理解しております。したがって、ま

だあの段階で具体の形が詰まっておりませんでしたから、ある議員の質問に

お答えをした。それは知事の思いであると理解しております。 

 

内田委員  私もその裏の部分はちょっと知っているから、ここではやりませんけれど

も、私が危惧しているのは、これがことが進んでいったら。さっき分岐点だ

と言ったでしょう。ことが進んでいって、実際に入ってきた企業がアドバイ

ザー会議のメンバーに絡んでいたというものがもし出てきたときはどうす

るんですか。その可能性は大いにありでしょう。そういうときに、さっき出

来レースって言ったんだけれども、実際に裏で出来レース的なことがずっと

あって、ぱっと出たときに、「何だ、これは。こんなもの出来レースじゃん

か」と、そういう可能性があるから危惧しているんですよ。 

  だから、先ほど場所の話も出たんだけれども、私は、場所を検討するんだ

ったら、まさに文化ゾーンだって入れて、じゃあ、何で文化ゾーンがだめだ

っていう議論をすべきなんですよ。そうじゃないですか。何で北口がいいの

かっていったら、甲府の先生たちは、もともとあそこは博物館をつくりたい

といって署名を集めたんです。そうですよね。そうでしょう。博物館がだめ

になったから図書館になっただけで、大したコンセプトもないんですよ。新

学習拠点と言ったじゃないですか。今は新学習拠点の言葉すら出ないじゃな

いですか。博物館のときは、何て言ったんですか。生涯学習の拠点。その後、

図書館についても、たしか生涯学習っていう言葉を盛んに使ったんですよ。

今は使わなくなった。今度は何か。情報発信。どっちもきれいな言葉ですよ。

こういう言葉を持ってくれば、県民をごまかせると思ったら、大間違いなん

ですよ。 

  どうしてかっていうと、本当は、２０年たったときに責任を持たなければ

ならない。ところが、あなた方、みんなやめてるわけね。この中でも、多分、

議員をやってるのは数人だと思う。みんな議員さんたちも、おれたちも関係

ない。だから、今の議論を私は大事にしてほしいと言っているんです。 

  そういう意味で、私は、今になったら間に合わないんだけど、ほんとは新

図書館整備検討委員会って、議会の中につくるんですよ。議員が議論する必

要が絶対ある。こんな重要な問題を、ただ１１人のメンバーに任せて、答申

をもらって、形だけ整えて、さあこれでいきましょうと。冗談じゃないです

よ。これが山梨県に今まで一番足りなかったことなんです。そういうものを、
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私は議会改革の中に入れようと言ってきたんです。なかなかわかってもらえ

ないんだけれども。そういうことなんです。 

  そこで、ぜひ進めてもらいたいのは、さっきから私が言っている、心配し

ているようなことが絶対に起こらない体制に持っていってもらいたいわけ

です。わかりますか。今進めているのが行っちゃったら、チャラにして、情

報発信、結構でしょう。結構だけれども、アドバイザー会議のメンバーに関

係している会社が来た、これだめですよ。そうじゃないですか。 

 

新藤企画部長  今、御指摘がありましたことも十分踏まえまして対応してまいりたいと思

います。懸念をされていることもわからないわけではありませんので、その

辺も私どもの責任でございますから、それなりに対応していきたいと思いま

す。 

 

内田委員  それでね、もっと重要なこと。何で知事選のときにこれがだめかといった

一番の大きいのは、ＰＦＩだったんです。要するに、図書館の本来の機能だ

けはともかくとして、ほかの部分はすべて民間に任せて、３０年だったのか

な、たしか。２３０億という数字が出てきましたが、あれがノーだと言った

んだけれども、私なんかは個人的にはそこばっかじゃないんです。そこばっ

かじゃなくて、私は個人的には、文化ゾーンへ図書館はつくるべきだ。そし

て、文学館みたいな、ある意味でほとんど利用されていないようなものをそ

ういう方向で利用していった方が山梨県にとっては絶対にプラスになるか

らなんですよ。だけど、そういう議論はほとんどされないじゃないですか。

過去につくったものを再利用なんていうことは全く考えてない。もう、新し

いもの、新しいもの、博物館があっちだったら、図書館はこっちだっていう。

そういう議論でスタートしているんですよ。 

  そこで、メンバー表は出せますよね。１１人だから。今から、この議論を

ここでやってみても多分、間に合わないんだよね。そして、図書館整備検討

委員会っていうのも近々、答申案出すでしょう。出しますよね。そのときに

場所の議論だって、そのときは入っているはずですよ。だけど、私がさっき

から言っているように、場所は北口っていうことになるんですよ。そして、

図書館はつくって、もう一棟はこっちの別個の企業に入ってもらってという

ことに、多分このままいくとなりますよ。だから、今が分岐点なんだけれど

も、もう進んじゃっているんですよ。どうですか。本当は、知事に答えても

らうのが一番いいんだけどね。これ、すごい重要な問題だと思うのね。だけ

ど、こういう重要なときに議論をしないんだよね。どうですか、これについ

て。企画部長、議論すべきでしょう。 

 

新藤企画部長  議論をしていただくことには一向にかまいません。私ども、そうしていた

だければと思っております。何ら私どもにとって支障があるわけでも何でも

ありません。 

  今、お話のありました図書館の建設地そのものにつきましては、本会議で

答弁させていただきましたとおり、整備検討委員会の御意見を伺って最終的

に決定するというところまでお答えをしてありますので、それを延ばす、延

ばさないというのは、あとは検討委員会の最終報告が出てからの作業という

ふうに、その部分に関しては理解をしております。それがいつまでにすべき

か云々ということについては、今後また知事とも相談したいと思っておりま

す。 
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渡辺委員長  執行部に申し上げます。ただいま、内田委員から要求がありました資料に

つきましては、至急提出をお願いいたします。 

 

新藤企画部長  ちょっと済みません、確認させていただきたいのですが、資料、１１人と

いうのは整備検討委員会のメンバーのことでしょうか。 

 

渡辺委員長     情報アドバイザーも。 

 

内田委員  両方。 

 

新藤企画部長  わかりました。 

 

内田委員  この間の代表質問で、土屋先生だったと思うんだけれども、質問の中に、

北口の県有地の活用が図書館だけだともったいないということを入れたと

思ったんですよね。私は、知事の中にそれがあるのかなと思ったんですよ。

質問を聞いていてね。要するにもったいないということは、あそこ、９,０

００平米ぐらいありますよね。９,０００平米の部分を図書館のね、私は図

書館、図書館と言うときは従来の図書館機能だけを言って図書館と言うんだ

けれども、そういうものだけでは多分もったいない。そうすると、さっきか

ら別個に検討しているんだって言うんだけれども、もったいないって気持ち

があるっていうことは、そこに図書館と情報発信のものが既にくっついてい

るわけですよ。建物は同じでなかったにしても。同じ敷地の中に図書館をつ

くって、もう一方はある企業に来てもらって、そこを基地にしましょうと。

そうすれば図書館の中にも、情報発信みたいなものは共通する部分があると。

それをリンクさせればいいじゃないかっていうものが、多分、知事の中にあ

るんじゃないかなって思うんです。 

  そこで、危惧した部分さえなければ、進んでいって、１０年たったときに

山梨県は情報産業の最先端を行くようなことになれば大いに結構だけど、そ

の逆だってあり得るわけです。そういう心配をしているわけです。そういう

心配は、執行部の中にはないんですか。それが私にとっては不思議でしよう

がないのね。いいことづくめはいいんだけれども、逆の場合にどうなのかっ

ていう心配はないんですか。 

  そしてもう一つ、アドバイザー会議のメンバーの中のだれかが多分発言を

して、それを取ってきて、「そうだ、それでいこう」って、多分、今のこの

話が進んできていると思うんだけれども、私は、検討委員会だとか、あるい

は何か諮問する場合に、例えば図書館の場合でもそうですよ、その検討委員

会の意見は確かに意見です。でもそれがすべてじゃないでしょう。県民の意

見、あるいは議会の、知事の発言の中も後で読み返してみてください。そう

いうことを言っています。検討委員会ばかりじゃなくて県民の意見、あるい

は議会の議論も重ねた中で最終的に決定していきたい。そうでしょう。だか

ら、議会の中の議論をもっともっと私はやるべきだなって思うんです。どう

ですか。改めて検討委員会みたいなものをつくるって、もし言ったらどうし

ますか。 

 

新藤企画部長  今の御提言は、議員の先生方を入れた検討委員会ということですか。 

 

内田委員  いいや、議会だけです。 
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新藤企画部長  議会だけですか。私どもとすれば、今進めているといいますか、考えてい

るものは、いずれはお話をしなければいけないことでありますから、これは

御審議いただかなければいけない。 

 

内田委員  だから、終わってからお話ししてもらっても困るんですよ。 

 

新藤企画部長  決めて云々じゃないです。当然、これを進めるに当たって、先ほど危惧さ

れている部分もありますので、当然、事前といいますか、コンクリートにな

る前にお話をさせていかなければならないと思っています。 

 

内田委員  それはね、じゃあもうちょっと突っ込んで聞くと、それ、具体的にはいつ

ごろの話なんですか。 

 

新藤企画部長  午前中の席でもお話をさせていただきました。先方には期日を決めてお話

がしてあるわけではありませんので、それについていつごろになるというこ

とは、今の段階でお話ができません。 

 

土屋委員      非常に大事な議論がされているわけでありまして、内田議長の意見もうな

ずける意見。当局の意向もわからないわけじゃないので、ちょっと休憩にし

ていただいて、調整をしていきたいなと、こう思います。 

 

（ 休  憩 ） 

 

中村委員  北口の県有地の問題については、議長からいろいろ話、午前中もいろいろ

議論されたわけですけれども、先ほど先生方の意見もいろいろお聞きして、

何らかの形をとった方がいいだろうということになりました。ここで北口の

県有地活用検討委員会を作り、これからの問題に対して議論していきたいと

提案したいと思いますのでよろしくお願いします。 

  

渡辺委員長  ただいま、中村委員から、北口の県有地に関しまして、特別委員会の設置

をというお話がございました。委員の皆さんにお諮りいたします。この件に

つきまして、総務委員会の皆様の御意見を集約して、内田議長並びに各会派

に対しまして検討委員会の設置を要望したいと思いますが、いかがでござい

ましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

  そのように取り計らいたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  ほかに質問ありますか。 

 

（リニア中央エクスプレスについて） 

岡委員  リニアに関してお聞きをしたいと思います。 

  過日、１１月２１日に知事は、冬柴国交省大臣にお会いして、リニアにつ

いて積極的な取り組みをしていただきたいと要望書を出しております。この

経過を含めて、内容を御説明願いたいと思います。 

 

深沢企画部次長  ２１日に冬柴大臣にリニアの９都府県の促進期成同盟会で陳情活動を行

いました。そのときの内容は、今まで新法も視野に入れながら進めるという

話もございましたけれども、これからは全幹法のもとに進めていこう、さら

には、整備計画へ向けてのいろいろな調査項目がございますけれども、そう
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いったものの指示を早期に出していただきたい、そのようなことを陳情して

まいりました。 

  以上です。 

 

岡委員  リニアの進行のためには何本か法律をつくらなければならない。つまり、

時間がかかる。そういう過程の中で全幹法で進めてもらいたいという陳情を

なされた。つまり、新法から全幹法へ変わったと考えていいのでしょうか。 

 

深沢企画部次長  これまで全幹法の枠組みの中では、既に先行している整備５路線もござい

まして、これを追い越しするということは非常に難しい、ということがござ

いました。しかし、ことしの４月２６日にＪＲ東海が東海道新幹線の代替的

なバイパスとして山梨リニア実験線での成果等をベースに、みずからのイニ

シアチブのもとに推進をして、平成３７年までには首都圏から中京圏での営

業運転を開始する。そういった目標を発表をしたわけです。こうしたことか

ら、従来の整備新幹線とは内容が異なってきたのではないかと認識をし、既

存の整備５路線と並行して全幹法の下で推進できるではないかという判断

がなされました。これからの要望活動としては、全幹法のスキームに重点を

置いた中で整備促進を国や事業者に働きをかけていこうと考えております。 

 

岡委員  そうすると、北海道、あるいは九州の、新幹線路線と同じペースで、今後、

この５路線と一緒にリニア新幹線は動いていくと考えていいわけですね。そ

こまで行っていると考えていいわけですか。 

 

深沢企画部次長  今まで追い越し禁止のイメージだったのですけれども、みずからのイニシ

アチブでというところがございまして、やはり内容が異なりますので、並行

して、あるいは追い越してもらいたいと思っておりますが、並行して議論で

きるのではないかと考えております。 

 

岡委員  非常に心強いというか、期待をいたしているわけでありまして、ぜひ知事

のトップリーダーで頑張っていただきたいと考えております。 

  その中で、あと一つ若干心配なのは、今、４２.８キロの部分、その中で

現在、１８.４キロ稼働している。残りの部分で未買収の関係があると思う

んですが、どの程度にどういうふうになっているのでしょうか。 

 

深沢企画部次長  未買収の件につきましては、全部で件数にすれば８件ございます。平米数

にしますと２,６６７平米ほどございます。この中で、取得がおくれている

原因でございますけれども、相続の関係がございまして、なかなかトラブル

が解決しないということでございました。できるだけ進めていきたいと思い

ます。 

 

岡委員  ８件、２,６００平米と、こういう話でございますが、いずれにいたしま

しても２０２５年に実用線という形になるわけであるならば、早急な対応を

していかないと、間に合わないじゃないかと感ずるわけです。その８件、２,

６００平米について、見通しはどんな状況でしょうか。 

 

深沢企画部次長  来年の中頃ぐらいには鋭意片づけていきたいと思っております。どうして

も難しい案件につきましては、これから専門家の先生方にもお願いして、い

ろいろ相談して、来年の中頃ぐらいには片づけていきたいと思います。 
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岡委員  かなり大変な努力をなされているということは伺っているわけでありま

すけれども、ぜひ積極的な努力をしていただきたい。弁護士を含めてそれな

りの方々にということだと思うわけであります。 

  角度を変えまして、今、試乗は中断されているとお聞きしているわけでご

ざいますけれども、昨今またリニア問題が浮上してまいりましたから、県民

からも試乗したいと言っている方々がいるわけでありますけれども、この辺

について見解を聞かせていただきたいと思います。 

 

深沢企画部次長  リニアの試乗につきましては、ことしの４月２０日に発表がございまして、

中止になっているわけでございます。私たちもリニアの試乗が中止になった

ことで、リニアの普及啓発において非常に痛手を負っている状況でございま

す。しかし、建設を促進する立場からすれば、致し方ないかなと思っており

ますので、この建設が平成２５年には終わります。その後３年間ぐらい、最

終的な走行試験が行われると聞いておりますから、建設が終わり次第、走行

試験に影響がない程度でまた試乗を開始していただくよう積極的にＪＲ東

海の方へもお願いをしていきたいと思っております。 

 

岡委員  建設と試乗とどういうふうに関連するんですか。 

 

深沢企画部次長  建設は、今、先行区間が１８.４キロございまして、これからあと２４.

４キロ、一般区間を建設するわけです。しかし、今、走行試験を行っており

ます先行区間につきましても、ガイドウエイ等を全部壊し、全部で４２.８

キロ、全線を実用化仕様でつくり直しをします。そのために試乗走行テスト

が一たんできなくなります。ということで、私たちとすれば建設をまず優先

しますので、致し方ないかなと考えております。 

 

（米倉山ニュータウンについて） 

岡委員  了解いたしました。 

  それでは、米倉山問題についてお聞きしたいと思います。端的に言って、

今回、４２億で土地開発公社からお買いになる。１１０億については、今後、

県債の中で返還をしていくということでありますけれども、なぜこの時期に、

米倉山を土地開発公社から買うのかということをお聞きしておきます。 

 

古屋企画課長  米倉山につきましては、県が主体となって計画し、土地開発公社に依頼し

て造成したものでございます。したがいまして、これにかかる公社の借入金

につきましては、県が債務保証を行っているところでございます。こうした

県が行っております債務保証等の削減を図る。これが１点。それから、この

用地を公社がもち続けることは、経営上大きな障害ですので、これを取り除

くことで、今回、抜本的な対策を講ずる必要があると判断したところでござ

います。具体的には造成地にかかわる債務を処理することとし、県が主体的

にさまざまな活用が行われるよう、土地開発基金で土地を取得し、特別損失

につきまして一般会計からの補助で補てんするというスキームをこの際、固

めるということで、行革大綱の３にお示ししたところでございます。 

 

岡委員  大きな障害があることはもうずっと今まで毎回、毎議会、それなりの発言

があったと思うわけです。このことはだれしもみんな知っていることなんで

すが、米倉山の利活用についての庁内検討委員会というのが各課から出てつ
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くられていると理解しているのですが、その辺の議論はどうなっているので

しょうか。 

 

古屋企画課長  現在、庁内検討チームで検討しておりますのは、多面的な活用ということ

で、各関係課からいろいろな活用策を持ち寄りまして、それについて情報交

換等を行っておるところでございます。公共的な活用ですとか、あるいは企

業の立地動向、あるいは土地の動向等も情報交換、分析しながら、どういっ

た活用が可能なのか検討している状況でございます。 

 

岡委員  利活用という形であるならば、県が持つよりは土地開発公社が持った方が

多面的に広がるんじゃないかと思うんですけれども、その辺の考え方はどう

なんですか。 

 

古屋企画課長  土地開発公社が保有して活用しようとする場合は、公拡法と申しておりま

すけれども、公有地の拡大の推進に関する法律におきまして、公社に可能な

事業といいますと、住宅用地、工業用地、それから流通工業団地等の一団の

土地の造成事業でございます。これを県が取得ということになりますと、県

有地でございますので、みずから所有するということでございますので、公

用、公共用、あるいは公益目的と幅広い活用が可能になります。このことが

大きな理由といいますか、今後の活用策でございます。 

 

岡委員  公拡法の問題もあるでしょうけれども、感覚的には、今まで県が庁内検討

委員会で検討してきたけれども、全くその手法が出てこなかった。そういう

過程の中であるならば、もっと言うならば、コンパクトの土地開発公社がそ

れなりに動かし方をした方がより利便性が出てくるんじゃないかという感

じもするのですが、そうは考えられないんですか。 

 

古屋企画課長  確かに公社が持っておりますと、さまざまな会計手続上といいますか、予

算等の手続の関係もありまして、土地開発公社が持っている方が機動的な面

もございます。そういう意味で、土地開発公社は、本来、公有地取得事業と

いうことで公共施設用地等を先行買収するというのが本来の業務で、そうい

った面では機動的な動きが公社はできるわけでございます。しかし用途、活

用の幅につきましては、県が保有していることによって、より幅広い活用が

検討できると考えております。 

 

岡委員  わかりました。 

  であるならば、今後、４２ヘクタールをどういうような形で活用していこ

うとお考えですか。 

 

古屋企画課長  本会議で知事から答弁もさせていただいたところで先ほど来、出ておりま

すけれども、リニア実験線全線の建設、あるいはその実用化に向けた具体的

な動き、さらには中部横断自動車道の整備、圏央道も開通をいたしまして、

県東部からかなり工場立地といいますか、土地の動きも出ている中で、今後、

東京圏に近い、あるいは京阪神方面と時間短縮が、ただちではありませんけ

れども、将来的な姿として見込まれてくることで、本県の開発ポテンシャル

といいますか、立地可能性も高まり米倉山への見方も変わってくるのかなと

考えております。 

  今後の景気動向、あるいは開発動向等にもよりますが、そうした本県への
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インセンティブといいますか、米倉山の評価もまた変わってこようかなと思

いますので、その辺の状況をしっかり見極めながら、有効な活用策を検討し

てまいりたいと考えております。 

 

岡委員  終わりますけれども、非常にもったいないなと感じるんですね。端的に言

って、平成３７年、リニアが稼働することになるわけです。２０２５年です

から、それまでの間、１０年も２０年も持ち続けることになるわけです。い

ずれにいたしましても説明の中では３０年間で１１０億を返済していくと

いうことですから、そういう考え方の中で活用方策を見出していくことにな

るのかなと感じます。非常にもったいないと言いまして、終わります。 

 

（質問内容の報道機関への漏洩について） 

土屋委員  久しぶりで代表質問に立てさせていただきまして、約２０日ぐらい、先輩

の会議録を端から読ませていただいたり、あるいは現地を見させていただき

ました。質問をした中身を、この委員会でもう少しお尋ねしたい。米倉山に

ついてもしかり。あるいは、千代田湖カントリーの訴訟で県が敗訴になりま

して、ことしになって約８億数千万の損害賠償を受けている問題も、こうい

うところでは本当は議論しなければいけないと思います。時間も大分たって

いるので、また議論はちょっと先送りにさせていただきたいと思うのですが、

今月５日に本会議が始まりまして、１０日に私が代表質問で立たせていただ

いたわけです。私の質問が９日の新聞に内容が報道されているんですね。私

の質問項目が。もっと明快に載っているんですね。私のところへ新聞記者が

取材に来て、私が質問原稿を渡したのであれば納得いくわけですけれども、

だれかが、私も５日ぐらい前に、今言ったような質問の原稿を整えて、完璧

な答弁をいただきたいということで出したものが、どこか、皆さん方の中か

ら報道機関に流れるということは、知事の意思でやっているのか、あんた方

の意思でやっているのか、あるいは「知らないよ。どっかから記者がウルト

ラＣで持っていった」というのかね、ちょっと私の気持ちとしては何となく

すっきりしないので、この機会に尋ねておきたいと、思いまして、立たせて

いただいた次第であります。 

 

芦沢政策参事  質問項目につきましては、知事政策室、秘書課を通しましてとりまとめを

させていただきますが、事前に外部に漏らすとか、そういったことはしてお

りません。ちょっと、どういう形でなのか、今この時点ではお答えできない

といいますか、心当たりがないというところでございます。 

 

土屋委員  私が記者に出していないのに。私が出したのは当局へ出しておるんですよ。

いい答弁をもらいたいから、ほかの議員より早目に出しておる。私は今度２

番バッターですから。今までずっと１番バッターだったんですけど、２番バ

ッターです。１番バッターの方にも気を配りながら、そうしたら、私の質問

を１番バッターにされたんですよ。与党宣言をしての後ね。そういうことが

新聞にどんどん報道されているんだから、君たちの中から出さなかったら、

新聞記者がどこか私の家に来て、わからないように持っていったかどうか。

出した覚えがない。新聞には載っている。委員長、どういうような議論にな

りますか。納得できますか。そんなことで。 

 

小松知事政策室長  先ほど、芦沢政策参事が答えましたように、全くそういったことはあり得

ない、ないというふうに承知しております。しかしながら、おっしゃられた
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ように現にそういった新聞報道がされているではないかということでござ

いますので、今から、内部でそういった事実があったかどうか調査をしたい

と思います。調査の上、先生の方に御報告したいと思います。 

 

土屋委員  そういう覚えはないと。今から持ち帰って、よく調べて、また議会へ報告

してくれるということ？ あくまでも「知らない、知らない。出さない、出

さない」という議論でいくんですか。私も「わかりました」と下がるわけに

はいかないからね。 

 

小松知事政策室長  先生に御報告したいと思います。徹底的にその辺につきましては、どうい

った形の方で新聞報道されたのか、その過程につきまして、私の責任で調査

いたしまして御報告したいと思います。 

 

土屋委員  もう私も７期ですからね。２５年目になっているわけで、十何回も一般質

問も代表質問もさせていただいた経過の中で、今回のことは初めてなんです。

初めて。何としても納得いかないんです。調べて私に御返事をくれると言っ

ても、ちょっと私は、納得いかないんでね。 

  １０日の日の質問が９日の日に載っているんですよ。もっと言わせてもら

うと、もっと前にも一部、こんなことを私が調べているということも報道に

載ったんですけれども、おかしいもんだなと。私が新聞記者なりに情報出し

ているのならともかく、全然取材がないのにね、私が調べていること、質問

しようとしていること。１０日の本会議場で質問して、当局から答えてもら

うということが正式の議会ルールでしょう。僕の経験からすれば。こんな摩

訶不思議なことはあり得ないと思うんですが、議会でも検討委員会を開いた

り、いろいろな取り組みをしているわけですから、ちゃんと私の納得いく答

弁を出さないと下がるわけにいかないんです。委員長、どうしましょう。 

 

（ 休  憩 ） 

 

渡辺委員長  ただいまの件に関しましては、両者、話し合いをいたしました。後ほど、

知事政策室長の方で（土屋委員へ）報告をよろしくお願いします。 

 

（米倉山造成に伴う借入金等への対応について） 

内田委員  米倉山の件について、私も今までの議会でさんざんかかわってきて、１１

０億の補てんの問題だけでも、今までの議論と全く逆の、今まで私だとかほ

かの委員さんが主張しているように全く逆のことをやっているということ

で、どういうことで心変わりをしたのか。知事がかわったから知事の命令で

変えたのか。短期貸し付けあるいは一時借り入れの制度を利用するのは我々

はだめだという主張をしてきたんですよ。どうしてかというと、新聞報道に

もあるように実質的に、隠れ借金なんですよ。このことをさんざん委員会で

もやり合った。かなり時間をかけてやり合った。だけど、頑としてあの当時

の企画部は、そんなことはない、これは正しいんだと。これは総務省から来

た部長さんが考え出した方法なんだ。ほかの県も調べたんですよ。歳計現金

を使った、こういう汚いことをやっているのがどこにあるかっていうのを調

べたけど、ほとんどないんですよ。そういうことを山梨県はやってきていた。

あの当時、我々がだめだよって、かなり主張したんだね。主張したけど頑と

して「正しい方法だ、正しい方法だ」と言ってここまで来た。正しい方法だ

ったらこのまま続けていけばいいじゃないですか。短期貸し付けを永久に続
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けていったらどうですか。何で、やめたんですか。非常にやり方がふざけて

る。あれだけの議論をしておいて、絶対に間違っていないって言っておきな

がら、今度、ころっと変わって。 

 

古屋企画課長  米倉山の造成に伴う借入金等への対応策でございますけれども、過去県に

よる買い取り、公社の民間借り入れへの利子補給、短期または長期の貸し付

け等々、検討してまいりました。しかしながら、過去の判断としますと、財

政状況を勘案しまして、借入金による金利負担、公社の金利負担増を回避す

るということで県からの無利子貸し付けを行ってきたもので、これを未来永

劫続けるということではなく、当面の措置ということで御説明させていただ

いてきたと理解しております。 

 

内田委員  去年の議論とことしの議論なんですよ。未来永劫なんて言っているわけじ

ゃないの。そして、このとき一緒だった人もいないからだめだけれども、そ

のときのあなた方の主張は、正しい方法だと。私はかなり長い時間かけて議

論したつもりです。歳計現金を使って。説明し出すとすごく長いんだけれど

も。要するに予算だとか歳入歳出というのは４月１日から３月３１日ですよ

ね。１年間の中で県が金を貸してやる。だけど返してもらうのは３月３１日

に返してもらう。４月１日に貸したものを３月３１日に返してもらうわけ。

本来であれば１年間借りているのに、借りている方とすれば１日だけ借りた

ということでやり繰りしてきているんですよ。そういうことをやってきて、

それで利息がかからないんだから、それ続けていればいいじゃないですか。

続けていった方がいいと思うよ。こんなところで買ったりなんかするよりも、

続けていったらどうですか。その方がいいですよ。お金もかからないで。土

地開発公社、それの方が絶対いいですよ。 

 

古屋企画課長  今回の債務処理スキームの判断といいますのは、土地開発公社の経営上の

障害ということが１点ございます。あわせまして県が抱えております長期債

務の保証、この保証額の削減も大きな目的といたしております。そして、先

生御指摘の短期貸し付けであれば、金利の増はほとんど回避できる。これを

続ければということでございますけれども、８０億円増額した短期貸し付け

というのは、歳計現金の運用といいますか、それ自体は違法性はないのです

が、さりとてこれが最善の方法かといいますと、それはやはり当面の措置と

いうことで、今までも理解をいただいて、そんな措置を講じているところで

ございます。 

 

内田委員  それだったら、ここで言ってよ。去年ね、内田議員が言った方法が一番正

しかったということを言ったらどう？ その方法を採用させていただきま

したって言ってもらった方がいいよ。おれはね、あのとき、悪者になってい

たんだよ。いい？ １年たったら、１８０度引っくり返って、あなたが言っ

ていた方法を取りました。これ、最善の方法だと言ったじゃないですか。何

で１年たったら変わるんですか。こんなふざけた話はないよ、だって。自分

自身で自分の中の矛盾みたいなもの、何も感じない？ おかしいと思わな

い？ おれは、このまま続けていった方がずっといいと思います。正しいと

信じているんだから、それを続けていけばいいじゃない。あの議論をやって、

ここでつかみ合いになるぐらいの議論をやったんだよね。それでも正しいと。 

   

古屋企画課長  笹本企画課長のときの御議論も、それから総務部長との御議論も、私、説
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明委員ではございませんでしたが、拝聴しておりました。先生の御主張とい

いますか、当時のお考えもよく理解をさせていただいているつもりでござい

ます。当時の判断といいますか、財政状況を勘案する中で、県の財政的な判

断も多分にあったものだと考えております。その当時の判断としますと、短

期貸し付けによる、いわゆる血止めということが最善の方向と判断して行わ

れたものだと思いますけれども、今日、その債務、県が抱えております借金

その他の、いわゆる先生がかねてからおっしゃっております隠れ借金の部分、

債務保証の部分、この部分を計画的に処理していくというスキームに踏み出

すという御提案を申し上げていると御理解いただければと思います。 

 

内田委員  まあ、これでやめます。この議論を長くしても、こういうことで決めたこ

とであれば、総務部長が手をこういうふうにやりながら議論したんですよ。

そのときの思いを、考えるとね、何か県の組織というのは何となく哀れとい

うか、１年来て全く引っくり返ったこと、今度はこっちが正しいんだと、信

念がないというか、何でもいいやというか、そういうものがあってしようが

ないと思う。 

  だから、これからの議論もそういうことで、ぜひお願いします。これはこ

れで結構です。これ以上議論しても実がない。 
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主な質疑等    総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員事務局・議会事務局関係 

 

 ※第１１４号  山梨県職員の自己啓発等休業に関する条例制定の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 ※第１１６号   山梨県知事等の給料の特例に関する条例中改正の件 
 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１１７号     山梨県職員等の給与の特例に関する条例中改正の件 
 

質疑 

 

丹澤委員  公務員の給与は本来人事院制度がある以上は、人事院勧告どおり実施する

のが本当に正しいやり方だと思います。しかし、昨今の財政事情、経済事情

から、県職員は大変な痛みを担っていただいているわけで、大変心苦しいわ

けでありますけれども、ことしの人事委員会の勧告はどのような勧告をされ

たのか。また、今回どういう趣旨で勧告がされたのかお尋ねいたします。 

 

名取人事委員会事務局次長 丹澤委員の質問にお答えします。民間給与の実態調査を踏まえて、

公務員の実態調査の結果、職員の月例給及び特別給が民間を下回っていると

いうことで、０.９９％、３,８４１円を解消するために給料表を若手中心に

上げて、それから扶養手当、地域手当、そして管理職手当、それから期末勤

勉手当について引き上げることとしたものでございます。 

  それから勧告に対しての考え方、留意した点でございますけれども、県内

の民間企業従業員の給与と県職員の給与の実態を調査し、それを比較し、そ

の均衡が保たれることを基本にしまして、それからさらに国家公務員及び他

の地方公共団体の職員の給与水準、それから物価、生計費等を総合的に勘案

しまして、県民の理解が得られる適正な職員給与を勧告することに留意いた

しました。 

  以上でございます。 

 

丹澤委員  そうすると、若手職員に厚く給与をというふうなことで、勧告を出された
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ということなんですか。 

 

名取人事委員会事務局次長 おっしゃるとおり、若手職員の給料表について上げております。 

 

丹澤委員  今回、４％、給与カットをすることによりまして、去年までやっていた、

今までの制度、つまり管理職手当２５％、本俸２％、これでカットしていた

総額と、新たに４％の新しい制度になったときにやったときの総額では、人

件費が多くなったんでしょうか。少なくなったんですか。また、多くなった

としたらどれぐらいなんでしょうか。 

 

輿水総務部次長  現在、１２月末まで実施しております特例減額措置の影響額でございます

けれども、特別職、一般職の管理職の方を含めまして、約４億５,６００万

円でございます。今回の４％の特例減措置をとりますと、それに相当する額

といたしまして、約３億５,６４０万円と推計されます。したがいまして、

現在行っている特例減額総額より約１億円、総額とすると減る状況でござい

ます。 

 

丹澤委員  今回の給与カットは、今までの給与カット方法より、１億円、所要額がふ

えるようですけれども、今回のこの給与カットはどういう理由で行われるん

ですか。 

 

輿水総務部次長  現在行われております特例減額措置が１２月末で終了いたします。期限が

定められた特例措置でございますので、今後どうするかという判断が必要と

なりました。私どもといたしまして行財政改革を進めていく上で職員自身も

改革に伴う痛みをともに担うという趣旨の経済財政会議の御提言、あるいは

他の県が特例減額をどんな状況で実施をしているかということ、それから改

めて管理職の職責がどうあるべきかといった点を総合的に勘案いたしまし

た。本来、できるだけ特例減額措置は避けるべきものとは考えておりますけ

れども、そういった諸般の状況を勘案した上で、対応を見直した上で引き続

き２年間継続することとしたところでございます。 

 

丹澤委員  そうすると、人件費を削減して、県の財政再建に寄与しようという、強い

そういう意思ではなかったんですね。 

 

輿水総務部次長  大変財政状況が逼迫し、いわゆる財政再建計画のようなものを立てる中で、

例えば公共事業費をどれだけ削減、人件費についてはどうかというような形

をとっている県もございますが、今回私どもの減額は、行財政改革を進める

に当たって、私ども職員としてともに痛みを担うという取り組みが求められ

るとの判断の中で、特例減額を継続することとしたところでございます。 

 

丹澤委員  職員に負担を強いることは大変心苦しいことでありますけれども、基本的

に今、山梨県の財政事情というのは経常収支比率が非常に高くて、それはど

この県もそうだとおっしゃいますけれども、その中で最もウエートが高いの

は人件費率なんですよね。その人件費率を減らさないことには山梨県の財政

事情は変わらないという認識でいたことは、前回の議会でお話をしたとおり

だったと思うんです。とすると、その部分が念頭になくて、よそがやってい

るからやるんだと。痛みは分かち合えばいいと。ちょっとでも。そういう考

え方じゃなくて、財政再建に職員も担わなければいけない。よその県もやっ
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ているから痛みをちょっと分かち合ってくれよということでは、私はないと

思うんです。そういう意識を持ってもらう。いや、額を多くするというんじ

ゃないですよ。そういう意識を職員に持ってもらうということがまず大事だ

と思うんです。 

  この間、私どもの武川議員が再質問をしたように、ＩＳＯの心を一つにす

るというのは、一つのことをきっかけにみんなが心を一つにして、山梨県の

財政再建をしなきゃならん、自分の給料が減らされているから電気も消さな

きゃならん、紙も大事にせなきゃならん、それが心を一つにして財政再建に

向かっていくということだと思うんです。そういうことがやっぱり大事じゃ

ないかと思うんです。 

  それはそれといたしまして、実は今回の給与カットによりまして、どうい

うふうになったかということなんです。非常に皆さんもわかりにくいと思い

ますが、私が森屋先生が前回つくってくれましたので、むしろこっちの人よ

り皆さん方に御説明させていただきます。（旧給与カット制度と新制度の比

較表を提示）今、部長さんは管理職手当が２５％。２５％、管理職手当もら

っています。この人は今まで管理職手当２５％もらっていても２５％カット。

一番下の１０％の人も、管理職手当一番下の人は１０％。この人も２５％カ

ット。で、本俸が２％カットというやり方でやりますと、この部分が今まで

のカット部分です。今までの、これを本俸に換算いたしますと、８.２５％、

部長さんはカットされたことになります。次長さんは７％カットされていま

した。そして課長さんは６％です。で、一番若手の管理職の何とか幹ってい

うこの人が４.５％のカットだったんです。今回は一律４％カットですから、

部長であろうが一番下の工事施工管理幹の１０％の人だろうが、全部４％。

その結果どうなったかといいますと、部長さんは今まで県に年額４９万４,

０００円拠出していたわけです、カットされていました。それが今回の改正

で２４万１,０００円になった。つまり、今回の改正で２５万３,０００円、

部長さんはふえた。一番下の１０％しかもらっていない、一番子供の育ち盛

り、金がかかる、その一番若手の管理職、その人は今まで４.５％カットさ

れていたんです。それが今回の改正で４％カットされた。つまり０.５％し

か得していない。今まで２３万８,０００円、一番下の人はカットされてい

た。この改正で変わったのは２１万８,０００円。たった２万円ふえただけ

なんです。一番上の部長さんは２５万３,０００円ふえたんですよ。しかし、

一番働き盛り、金がかかり盛り、子供の育ち盛りという人がたった２万円の

恩恵しか受けない。 

  こういう新しい制度っていうのは、今、人事委員会でお話があったように、

若手に厚くという、管理職の中では若手、そこに厚くすべきものがこういう

形になっている。これは職員に働く意欲を持たせるという知事の考え方にし

ても、僕はこういう一律４％というのはいかがかと思うんですけれども、い

かがでしょうか。 

 

輿水総務部次長  今回の減額内容を決定するに当たりまして、職員全体の中で管理職の職責

というものはどうであろうかと。一般職、管理職という区分けの中でいいま

すと、やはり管理職に全体で同じように担っていただくのが適当ではないだ

ろうかと判断をしたところでございます。 

 

丹澤委員  管理職はだから給料が高いんです。２５％もらっているんです。２５％。

この同じ痛みを分かち合うっていう理由であれば、これじゃあ強きを助け、

弱きをくじくやり方じゃないか。だから、下の人に負担額を少なくして、上
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がその分を背負うような格好にした方が、若手の管理職も意欲を持つんじゃ

ないか。管理職も同じだという、率は同じですよ。しかし実態は、前回の削

減額方式から比べますと、余りにも部長の負担が軽くなって、末端の人たち

は、年額２万円ですからほとんどふえないという状況になっているんじゃな

いか。 

 

古賀総務部長  ただいまお話をいただいたことでございます。私どもも今回、給与カット

の問題につきまして、２年間の暫定措置という期限が到来をした中で、諸般

の情勢、特に経済財政会議の御提言等を勘案する中で、これを継続せざるを

得ないと判断する中で、非常に厳しく、また苦しい判断でございました。い

ろいろな中で、内部で議論もさせていただいたということがございました。

この給与の特例減額の方法につきましては、他県の状況を見ても、全国的に

はいろいろな方法がございます。やり方として基本的には給料のみの減額に

よる方法が一つございます。もう一つは、管理職手当のみによる減額の方法

というものもございます。そして、もう一つの方法としては、本県がこの２

年間やってまいったような、この給料と管理職手当という両者を組み合わせ

た方法、この３つの方法に給与カットの方法が大別をされるわけでございま

す。 

  そういう中で、管理職手当をカットする方法を取った場合には、そもそも

管理職手当の支給割合が役職ごとに異なっていますので、必然的に役職が上

の者のカットの影響は多くなってまいります。本県がこれまで２年間実施し

てきた特例減額につきましても、この方法をとってきたということでござい

ます。今回、これをどういう形で継続をするかということを考える中で、管

理職手当のカットにつきましては、これは管理職の皆さんに県庁改革の先頭

に立ってもらって、そして従来にも増してリーダーシップを発揮して職責を

果たしてもらうことが必要だという中で、これを行うことは適当ではないと

判断をまずいたしました。 

  したがいまして、給与の特例減額につきましては、給料のカットのみによ

る方法をとることにいたしたわけでございます。一方で全国の状況等も見て

みました場合に、給料のカットによる方法をとっている県は、実は全国で今、

本県以外に７県ございます。このやり方を見てみますと、２つに大別されて

おりまして、一つが管理職、部長、次長、課長、すべて一律のカット率にし

ているという方法でございまして、これは富山県、京都府、和歌山県、高知

県がこういう方法をとってございます。一方で、滋賀県、奈良県、愛媛県は、

５・３・３、４・３・２、６・４.５・４.５といったような、いわば役職に

よって差を設けるというやり方をとっております。したがいまして、全国的

に見た場合でも、このやり方はいずれの方法もあるという状況にございます。 

  このような中で、本県としてどういう方法をとるかを考える必要があった

わけでございます。たしかに今現在、本県で実施をされている給与カットの

内容との比較という観点、これも当然、考慮する必要があると思ったわけで

ございます。管理職手当のカットを実施しないというスタートに立った場合、

他県の状況を見てみますと、その管理職手当のカット分も含めて、給料の減

額分に換算して、全国の３１県について、その給料のカット率を、管理職手

当も給料も全部含めた形で算定をしてみますと、このカット率の平均が４.

２％という状況でございます。そういう状況を踏まえる中で、今回、管理職

手当のカットを実施しないといたしましたので、管理職に一律４％という負

担をお願いすることが適当と判断しまして、今回、議会に提案させていただ

いているという次第でございます。 
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  もとより給与のカットにつきましては、どのような方法をとることが適当

かということについて、さまざまな観点から、さまざまな考え方があること

を十分承知をしております。そういう中で、職員はもとより、議会あるいは

県民の皆さんにも十分理解を求める努力をしていかなければいけないと思

っているところでございます。 

 

丹澤委員  よその県が４.２％だから、４％に何で決めたのかって、僕が聞かないう

ちに部長さんが、よその県の平均を取ったと言っている。それは全く自主性

がない。さっきも言ったように、なにゆえに賃金カットをするのか、給与カ

ットをするのかということがあったのならば、よその県の平均を取りました

と、だからこれが正しいですという議論にはならないですよ。だから、もと

もとの発想がどこにあるかということです。よそがやっているから、じゃあ

よそと同じでいいや、平均なんだと。ちっとも山梨県の独自性は出てこない

んですよ。何ゆえにやらなきゃならんかという、そういう信念が全くない。

そこが僕は問題だと思っているんです。 

 

古賀総務部長  本県の財政も年々非常に厳しさを増してくる中で、委員御指摘の経常収支

比率につきましても、９１％という状況の中で、どう再建をしていくかとい

うのは、本県におきまして非常に大きな課題でございます。その中で、公債

費が過去の県債の償還ということはある意味決まっているということで言

いますと、まさにこの人件費の部分をどうしていくかというのが、財政の柔

軟性を確保していく観点からは非常に大事な部分だと重々承知しておりま

す。 

  県といたしましては、もちろん定数の削減ということにつきましても、一

般行政職では１０年前と比べて１割以上の削減といったようなことで、非常

に力を入れて取り組んではきております。一方で退職手当が増嵩するといっ

たような問題、あるいは三位一体の中で国庫補助負担金について廃止をされ

て、その分が県としての経常収支という形で乗っかってくるという構造的な

問題、そういうような状況がある中で、やはり県としても人件費をどう抑制

していくか。定数削減が長期的にはかなり大きな財政効果を生み出してくる

ということに対し、短期的に財政効果をどうやって人件費の抑制という点で

生み出していくかということが非常に大事な観点であることは、全く同感で

ございます。 

  そういう中で、今回、この給与のカットにつきましては、先ほど次長から

も御説明いたしましたとおり、経済財政会議からの提言も踏まえる中で、第

一義的には姿勢ということを前面に出しながら今回継続させていただきた

いと考えておるわけでございます。一方で財政再建という観点から、この問

題についてきちんと取り上げて考えていくことも当然必要であろうと思い

ます。また、そうしたことをきちんと検証し、訴えていかないと、職員の理

解もなかなか得られないという思いも持ってございます。 

  そういうことでございますので、今現在の状況におきまして、例えば財政

計画の中で人件費をどれだけどういうふうにしなきゃいかんというような、

一定の財政再建というプログラムの中でのお示しということではありませ

んけれども、そうした視点を持つ必要があるという問題意識も頭に持ちなが

ら、今後取り組んでまいりたいと思いますので、御理解いただきたいと思っ

ております。 

 

丹澤委員  今、お示ししたように、部長さんは今回の改正によりまして２５万３,０
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００円、去年よりも多くなった。一番下の人はたった２万円しか多くならな

い。こういうやり方っていうのは、どうなんでしょう。これは正しいと。職

員からみんなから同意が得られるという制度だと思っていますか。 

 

古賀総務部長  カットの方法につきましては、先ほども申し上げましたけれども、どれが

正しいということではないと思っております。いろいろなやり方がある中で、

そのときそのときの状況を踏まえて判断をする必要がある問題だと思いま

す。 

  確かに、この２年間の暫定措置である特例減額との比較ということにおき

ましては、先ほど来、パネルにて御説明をいただいているような、部長級、

あるいは課長級になりたての職員によって受け取り方に大きく差があると

いうような実感、そこら辺は我々も十分考える必要があると思います。先ほ

ども申し上げましたように、全国の状況も見て、そして本県として新たに給

与の特例減額という問題を考えていくに当たり、どういうやり方が適当かと

いうことをいろいろ議論をした中で、いろいろな角度からの議論もございま

した。一つは、管理職手当のカットということを、一律のカット率としてお

ります関係上、上位役職者については重くなっていますけれども、一方で管

理職手当の率については、それぞれの役職、職責、そういうものに応じて支

給されておるといったことを踏まえて考える必要もあるといった視点もご

ざいます。 

  いろいろな視点からの考え方がある中で、今回、我々としてもさまざまな

議論をし、いわば苦渋の結論として、この一律４％カットというやり方が適

当と判断をして御提案をし、お願いしている次第でございます。 

 

丹澤委員  改革をするにはみんなが納得して、みんながそうだと思うことが一番大事

なことだと思うんです。部長は２５万３,０００円も今度の改正でもうけた。

おれたちは年間２万円しかふえない。そういうことの中でだれもが納得して、

この４％というカット方式がいい方式だと、そういうふうに理解してもらっ

た上で改革をやらないとできないと思っているんです。だから、私は本当に

このやり方が合っているのかなと。年間１,０００万円もらっている人が２

５万円ふえたって大したことはない。しかし、４００万円、５００万円の人

が２０万円ふえるっていうことは大きな増収になるわけです。だから、そう

いう点で、私は本当は上の人に厳しく、下の人に優しくというふうな、同じ

１億円の額を増額して使うのであれば、そういう形でやられた方が私はよか

ったのではないかと思うんです。部長さんのお答えをいただきまして終わり

にします。 

 

古賀総務部長  確かに、今おっしゃいましたような観点からの御意見、受けとめ方が、あ

るというのは我々も十分肝に銘じまして、職員、そして皆様の理解を得られ

るよう十分努めてまいりたいと思いますし、また、そういう受けとめ方を当

然、職員がしているという前提に立って、いろいろな施策、事務の進め方等

を含めまして、よくよく考えて行政を運営してまいりたいと考えております。 

 

 

※第１１８号     山梨県職員給与条例及び山梨県一般職の任期付職員の採用及び給与の特
例に関する条例中改正の件 

 

質疑      なし 
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討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２１号     山梨県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例中改正の件 
 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２２号     山梨県職員の育児休業等に関する条例等中改正の件 
 

質疑 

 

木村委員  育児の短時間勤務制度の新設は、ワークライフバランスとか少子化対策の

観点から大変よいことだと思います。また、対象の職員も、休んで急に職場

に復帰するというのは浦島太郎みたいなものだと思うものですから、こうい

う形の中で育児短時間勤務というものが使えればスムーズに職場に復帰で

きるということで、大変いいなと思う。 

  ただ、一番問題なのは、みんなで育児を助け合うといいますか、そういう

仲間の意識、それから管理職の皆さんの意識を、しっかりと根づかせること

ではないかなと思います。その点について何か御配慮というか、お考えでし

ょうか。 

 

輿水総務部次長  職員の子育て支援という視点から子育て支援プログラムというものをつ

くっており、それに基づきまして、職場環境の整備でありますとか、職員の

意識改革でありますとか、そういうことを進めているところでございます。

具体的には、休んでいる最中に職場からいろいろとこまめに連絡をする。あ

るいは、休みの間ではありますけれども、いわゆる業務に必要な知識であり

ますとか、情報でありますとか、そういうものを得ていただく観点から、年

２回研修を行っております。職場におきましては、管理職を中心に子育て相

談員でありますとか、そういった形で相談に乗る方、それから全体をしっか

りと推進していくような役割を担っている職を設置いたしまして、全庁的な

視点で職員全体が職員の子育てをサポートできるようなことを進めていく

ところでございます。 

 

木村委員  よろしくお願いします。それとは反対に、そのことによって、仲間に負担

がかかるということも、対象者の方も気になるのではないかと思いますので、

その点についてもよろしくお願いします。 

  それで、２の育児休業から復職した職員の給料月額の取り扱いというとこ

ろで、今まで２分の１だったものが、今度、ことしの８月１日以降は、全期

間を勤務したものとして決定するということで、大変ありがたいことだと思

います。ただし、給料表とかにその以前の職員と今度は差が出るんではない
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かと思うんですよね。そういう点はどんなお考えですか。 

 

輿水総務部次長  今回の改正につきましては、国家公務員についても、それから地方公務員

についても、１９年８月１日を制度の適用スタート日とするということにな

っております。したがいまして、それ以降復帰する職員については今回の取

り扱いの対象ということになります。こういった制度も改正のある時期とそ

の前とは全く同一にはいかない部分がございます。いずれにいたしましても、

１９年８月１日以降の復職にかかる者につきましては、全期間を勤務したも

のとしてみなすという復職時調整を行っています。 

 

木村委員  それはそれでいいんです。ただ、その前に取った人は２分の１で、今度の

人は全額ということですから、同じ給料表の人で逆転現象が起こるのではな

いかという心配をして、そういう場合の手だてというものをしっかりしてい

ただきたいということなんです。 

 

輿水総務部次長  給料のことでございますので、そういう点は全体のバランスが崩れないよ

うな方法で考えてまいりたいと考えています。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２７号    平成１９年度山梨県一般会計補正予算第１条第１項歳入歳出予算の補正
額及び歳入歳出予算の総額、同条第２項歳入各款及び歳出中総務委員会関

係のもの並びに第４条地方債の補正 
 

質疑 

 

岡委員  ちょっと１点だけ教えてください。総の３ページ。つまり、先ほど、丹澤

議員が盛んに質問してたようですが、この中では１億３,６００万円ばかり

プラスであるわけであります。そのほかの、出納局にしろ人事委員会にしろ、

あるいは議会事務局含めて、みんなマイナスになっているわけであります。

この辺はなぜゆえに総務部だけふえるのか。なぜ他はマイナスなのか、ここ

のところを教えてください。 

 

輿水総務部次長  総務部関係につきまして、全体で増額になっておりますのは、県立大学が

学年進行しておりまして、その分、教員を今回採りますと、県立大学の教員

が１１名、前年に比べますとふえております。その部分の人件費の増分とい

うのが大きな要素になっております。 

 

岡委員  県立大学１１名というのは、余りにも多いわけで、これは全く当初予算に

は見込まれていなかったのでしょうか。なぜ１１名も、１人や２人というの

だったら当然わかるわけでありますけれども、１１名の補充というのは非常

に大きいのですけれども、どういうわけだったのか。 

 

輿水総務部次長  当初予算編成時におきまして、教員の採用計画自体は年次計画で計画を立

てているわけでございます。当初予算編成時におきましては、そこの分を現
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員現給ということで計上しておりますので、１０月１日現在でいる職員によ

って当初予算は計上しております。そこの部分が入っておりませんので、今

回そこの部分を補正をさせていただいたということでございます。 

 

岡委員  どうしても理解ができないんですよね。１１名という人数からして、どう

してこの時点でというか、９月議会だとか、そういうふうなときにはわから

なかったんでしょうかね。もう一度、わかりやすく教えてください。 

 

輿水総務部次長  申しわけございません。給与費全体の計上の方法として、１０月１日現員

現給で当初予算は編成をしております。その後の増減要因につきましては、

たとえばことしでいきますと、１２月議会で補正をさせていただくという予

算計上の方法をとらせていただいております。人件費の補正につきましては、

一括１２月において年間過不足額等も含めて補正をするという予算計上方

式をとっております。 

 

岡委員  いいです。了解。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１２９号     平成１９年度山梨県集中管理特別会計補正予算 
 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第１３４号     当せん金付証票発売の件 
 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※請願第 19-10号 保険業法の制度と運用を見直し、自主的な共済の保険業法の適用除外を

求めることについて 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 
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※所管事項 

 

質疑 

 

木村委員員  ２点聞きたいと思います。まず、県有未利用地についてお伺いします。現

在の県有の未利用地についてはどういう状況で、どのように利用されている

のかお伺いしたいと思います。 

 

石合管財課長  県の未利用地の財産につきましては、管財課では、各事業担当部局が所管

管理している県有財産について、利用状況の調査を実施しております。その

中で利用計画のない財産については用途廃止を行い、事業担当部局から引継

ぎを受け、普通財産として管理をしております。普通財産のうち、県におい

て利用が決定、または予定がされているものや、処分することが適当でない

と認める財産については処分を保留しております。そして、処分が可能なも

のについては、まず県において利用計画がないか各部局に紹介し、利用計画

がなければ地元市町村等に公共利用の希望がないかを照会をいたしまして、

希望がなければ民間へ売却等をするという流れになっております。 

 

木村委員  利用があるか市町村に聞いて、処分を保留しているところもある。 

 

石合管財課長  県において利用計画がないものにつきましては、市町村等に照会をいたし

まして、市町村でも利用がないということになれば、これを民間へ売ってい

くということにしております。 

 

木村委員  ないものについては、民間に処分する。その内訳といいますか、どのぐら

い今持っていらっしゃるのか、それから、民間にどれだけ処分しているか。

その実績ですね。それから、処分を予定しているのがどれぐらいか。処分を

したのか、持っているか、これから予定しているか。その３点。 

 

石合管財課長  管財課で今所管している普通財産につきましては４７か所あります。２２

万９,０００平米でございまして、２７か所について貸し付けを行っており

ます。６か所については処分を検討しております。その他の土地につきまし

ては生活関連道路ということで、処分に適さないものと今見ております。 

  それから、処分の実績ですけれども、平成１３年度から今まで３４件やり

まして、市町村に１６件、約１１億４,８００万円。それから民間に１８件

で１９億８,７００万。合計で３１億３,５００万円ぐらいを収入として上げ

ております。 

  今後の予定ですけれども、今年度は交番跡地とか旧甲府林務事務所の跡地

など４件、それから保健所の跡地、それからやはり交番ですね。これを２０

年度の初めにかけて一般競争入札をかけていきたいと思っています。 

  そのほかに今、調査中の物件が５件ございます。 

  以上です。 
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木村委員  行政改革大綱の４４ページに、今度、資産・債務改革方針をこれから組む

と載っていますけれども、その中に目標は処分件数１２件以上というのがあ

ることも、ここに数字が出ているのですけれども、この関連はどんなふうに

お考えでしょうか。 

 

石合管財課長  今調査中の物件５件も含めまして、今、先生がおっしゃった件数を処分し

ていこうということでございます。 

 

 

その他 

 ・ 本日は、警察本部関係の審査、知事政策室・企画部関係の審査及び総務部・出納局・人

事委員会事務局・監査委員事務局・議会事務局関係の一部の審査で終了し、１２月１７日

午前１０時から、総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員事務局・議会事務局関係

について、引き続き会議を開くこととし、閉会した。 

  

以 上 

 

                           総務委員長 渡辺 英機 

 


